


平成 21 年度予算（案）の編成にあたって 
 
 
平成 21 年度予算は、昨年 10 月に策定した基本構想と本年 3 月に策定

予定の 10 か年基本計画（おおた未来プラン）にもとづく本格的な区政の

船出予算です。 
一方で、米国発の金融危機が日本経済にもたらした急激な円高と消費低

迷は、国内有数の大企業でさえも雇用調整や赤字転落などの苦境に追い込

みました。とりわけ中小企業にとっては、受注減や資金繰りの悪化と、た

いへん厳しい状況が続いています。 
そこで、大田区では、昨年より区内中小企業を支援するための無利子融

資「緊急経営強化資金」を他の自治体に先駆けて実行に移すとともに、公

共事業の前倒しや緊急雇用など、区内産業や区民生活を支援するための各

種経済対策を急ぎ実施しているところです。 
 このような経済状況下で編成した平成 21 年度の一般会計予算規模は、  

2,104 億 9 千万円余で、前年度比△83 億円、△3.8％と 5 年ぶりの減額予

算となりました。しかし、このマイナスには、各基金への積立てを必要最

小限とし、介護サービス関係事業を利用料金制に移行したことなどによる

影響が含まれており、これらを考慮した予算の比較では、78 億円、3.9％
増の実質的な積極予算です。 

私は、困難な財政運営が見込まれる中にあっても、計画に掲げた事業や

区民生活の安定に必要不可欠な事業に不退転の決意で臨む覚悟を本予算

に込めました。 
この予算のもと、「地域力を活かし国際都市をめざす新しい自治体の創

造」をめざして、区民の皆様とともに手を携えて取り組んでまいります。 
 

 
 

平成 21 年 2 月 
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６ 英語教員国際化促進事業   ･･････････････････････････････････64 

７ 羽田空港国際化記念事業     ･･････････････････････････････････65 

（9） 区政体制 

１ 調査研究・企画機能の充実･････････････････････････････････････66 

２ 大田区統合型地理情報システム（ＧＩＳ）構築･･･････････････････67 

３ 組織改正及び本庁舎窓口再配置に伴う庁舎内移転･････････････････67 

 

 

 ※ 各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しています。 
※ 増減率及び構成比などは、原則として各表内計数により計算しています。 
※ 端数処理の関係で表の縦横合計が合わない場合があります。 

※   地域力に関する事業には、このマークを表示しています。 
※    国際交流拠点都市をめざした事業には、このマークを表示しています。 



平成21年度予算（案）の概要

地域文化を育み、魅力と味わいのある観光資源を創
造します。

■（仮称）地域文化振興プランの策定に向けた調査
の実施（243万円）

■大田区総合体育館の建設（12億7,224万円）

■おおたの観光魅力創出事業（2,549万円）

文化・観光

子どもたちの健やかなる成長を地域が主体となっ
て支えます。

■すこやか赤ちゃん訪問事業の実施（2,707万円）

■子育て応援サイトの構築（909万円）

■区立保育園の改築等の推進（鵜の木・森が崎・
入新井・（仮称）新鵜の木）　（2億6,256万円）

■基礎学力の定着（1億1,762万円）

子育て・教育
地域のつながりを活かした対策を推進します。

■大森赤十字病院の改築支援（1億6,000万円）

■高齢者ほっとテレフォンの開設（869万円）

■公園を利用した介護予防教室の実施（164万円）

■地域医療連携の推進（1,567万円）

■家族介護者への支援（1,335万円）

■ユニバーサルデザインのまちづくり基本方針の策
定・推進（1,475万円）

保健・福祉

地域資源豊かな大田区だからこそできるまちの魅
力づくりを推進します。

■地域力応援基金助成事業（330万円）

■蒲田駅・大森駅周辺地区のまちづくり
　（6,563万円）

■自転車利用総合基本計画の策定（1,382万円）

■京急関連駅（京急蒲田駅、糀谷駅、雑色駅）周
辺のまちづくり（2億7,952万円）

■魅力ある公園のリニューアル（1億4,387万円）

魅力ある地域づくり 産業のまち・おおたを活性化し、産業と環境のコラ
ボを推進します。

■工場の立地・操業環境の整備（1億143万円）

■産・学・官の協働による呑川水質浄化対策
　（3,843万円）

■新製品・新技術開発の支援（5,339万円）

■商店街景観整備事業（366万円）

■太陽エネルギー利用の促進などエコライフの普及
　（3,173万円）

産業・環境

■（仮称）羽田空港跡地整備計画の策定（3,500万円）

■（仮称）空港臨海部基本計画の策定（2,493万円）

■（仮称）多文化共生推進プランの策定（1,171万円）

■外国人のための日本語教室の充実（206万円）

■外国人・帰国子女のための日本語教室開設など日本
語指導の充実（3,501万円）

■羽田空港国際化記念事業の実施（3,463万円)

外国人観光客が立ち寄りたいまち

外国人が暮らしやすいまち羽田空港の国際化活用

世界とつながるまち

国際化推進

区民一人
ひとり

事業者

団体・
ＮＰＯ 区

自治会・
町会

　子どもや一人暮らしの高齢者の見守り、子育て家庭への手助けなど、き
め細かい対応が求められる課題や、災害発生時の初動対応などは、行政だ
けでは充分に対応することが困難となっています。また、そこに住む人々
によって長年育まれてきた、文化や歴史などを大田区の魅力として発信し
ていく場合も、地域が主体となり、区と連携を図ることでより効果を発揮
します。
　このような観点から、大田区におけるまちづくりを進める基本的方向と
して「地域力を活かしたまちづくり」を掲げ、地域の取り組みを支援して
いきます。

　羽田空港の国際化を視野に、区を訪れる外国人を
対象とした国際交流拠点都市をめざし、文化、歴史
など、区内に数多く存在する地域資源を活用し、観
光都市・ものづくりのまちとしての魅力を積極的に
アピールしていきます。
　また、区内に多く在住している外国人にとって住
みやすいまちを実現するため、国籍や民族などの異
なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、対等な
関係を築きながら、地域の中でともに暮らしていく
多文化共生社会の実現をめざします。

■臨時職員等の緊急雇用（4億1,491万円）

■公共事業増加による地域経済活性化（27億906万円）

■プレミアム付区内共通商品券５億５千万円発行
（7,000万円）

■介護保険施設等の人材確保支援事業（2,200万円）

■新市場・新分野開拓推進事業（1,499万円）

緊急経済対策事業
　平成21年度予算は、基本計画「おおた未来プラン10年」のスタート
の年として、大田区の新しい未来に向けた本格的な船出となるに相応し
い、積極的な施策の展開をめざして、編成いたしました。
　キーワードは「地域力」と「国際都市」です。大田区の地域力を活か
して、福祉、子育て、教育、安全・安心、文化、観光、魅力あるまちづ
くり、産業、環境など様々な分野で、多様化する地域の課題にきめ細か
く対応するとともに、国際化が間近となった羽田空港を活かし、「国際
都市 おおた」として、新たな活力と魅力を創り出していきます。
　また、世界同時不況の進行で、深刻な影響を受けている区民生活や区
内産業を支援するため、緊急経済対策の取り組みをさらに充実していき
ます。

※ただし、基金の積立金等を除
いた比較では

　　78億円増（　3.9％）
となり、積極的な予算となって
います。

「地域の安全・安心は、地域が守る」を応援しま
す。

■青色防犯灯パトロールの実施（696万円）

■防災市民組織・消火隊への助成（5,094万円）

■橋梁の耐震性の向上（2億9,751万円）

■区有施設の耐震診断の促進（5,826万円）

安全・安心

暮らす

つながる

迎える
飛び立つ

訪れる

総額　３２億３，０９６万円
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1 平成 21 年度予算編成の基本的な考え方 
 

 

【編成方針】 

 
 

平成 21 年度予算は、 

 
「地域力を活かし国際都市をめざす新しい自治体の創造 

『おおた未来プラン 10 年』のスタートとなる予算」 
 

と位置づけ、次の視点を基本に編成しました。 

 

視点１ 

「大田区基本構想・基本計画」の実現を目指した事業の展開 

新規事業を展開するため、既存事業についてはゼロベースでの徹底的な

見直しを行って財源を生み出すとともに、大胆な組織改正など執行体制を

整え、着実に計画の実現に取り組むこと。 

  

 

視点２  

厳しい財政状況にあっても区民サービスに積極果敢な予算 

歳入確保に全力であたるとともに、逆風の経済環境にあっても、福祉・

環境・教育など区民生活の安定に不可欠な事業に対しては引続き積極果敢

に財源を投入すること。 
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2 財政規模 

 
【一般会計】                          （単位：億円、％） 

区  分 21 年度 20 年度当初 増減額 増減率 

歳  入 2,105 2,188 △83 △3.8

うち特別区税＋特別区交付金 1,345 1,431 △86 △6.0

歳  出 2,105 2,188 △83 △3.8

うち計画事業予算 244 － － －

 
【全会計】                           （単位：億円、％） 

区  分 21 年度 20 年度当初 増減額 増減率 

一 般 会 計 2,105 2,188 △83 △3.8

特別会計 ［4 会計］ 1,164 1,196 △32 △2.7

全会計合計［5 会計］ 3,269 3,384 △115 △3.4

 

○ 一般会計の予算規模は、前年度に比べて 3.8%減の 2,105 億円で、5 年

ぶりの減額予算となりましたが、この減額には、基金への積立減

（△121 億円）や介護関連事業の利用料金制（下記※参照）への移行（△40
億円）による影響が含まれており、実質的な充実（＋78 億円、＋3.9％）

となっています。 
 
○ 歳入のうち、約 6 割を占める特別区税と特別区交付金の合計は、景気

後退の影響により、前年度比 6.0％減の 1,345 億円を見込んでいます。 
 
○ 歳出の計画事業は、244 億円を計上しました。福祉・教育領域に 97

億円、まちづくり・産業領域に 113 億円、地域力・環境領域に 34 億

円と、未来プランの船出に相応しい予算措置を行いました。 
 
○ 緊急経済対策に 32 億円を投入し、人材確保や雇用促進、区内産業の

活性化のための事業を展開します。 
 ※事業者が料金や介護報酬を直接受領し、そのサービス提供経費に充てるしくみ 
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3 歳入の状況（一般会計） 

【歳入の状況】                         （単位：億円、％） 

区  分 21 年度 20 年度当初 増減額 増減率 

特 別 区 税 712 720 △7 △1.0
特 別 区 交 付 金 633 711 △78 △11.0
使 用 料 及 び 手 数 料 73 114 △41 △36.0
国 庫 支 出 金 264 254 10 3.9
都 支 出 金 93 88 5 5.7
特 別 区 債 28 7 21 300.0
そ の 他 302 294 8 2.7

合  計 2,105 2,188 △83 △3.8

特別区税と特別区交付金の推移
（平成元～21年度当初予算）

647 657 730 807 761 730 681 651 690 672 586 602 582 589 588 571 572 626 689 720 712

377
369

364
368

323 348 368
420 435

435
515 535 493 505 521 565

607
696 711

633

330

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

年度

億円

特別区税 特別区交付金

 

○ 特別区税は、特別区たばこ税の減収が見込まれることなどにより、前年

度比 1.0％減の 712 億円を計上しました。 

○ 特別区交付金（都区財政調整交付金）は、市町村民税法人分（都税）の

大幅な減収が予測されることから 11.0％減の 633 億円を見込みました。 

○ 使用料・手数料は、区立特別養護老人ホーム等が利用料金制（下記※参照）

に移行したことにより、40 億円を控除しました。 

○ 特別区債は、大田区総合体育館建設等に活用するため 28 億円を計上し

ました。 
※事業者が料金や介護報酬を直接受領し、そのサービス提供経費に充てるしくみ 
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4 歳出の状況（一般会計） 

 
【歳出の状況】                          （単位：億円、％） 

区  分 21 年度 20 年度当初 増減額 増減率 

義 務 的 経 費 1,064 1,058 6 0.6

う ち 人 件 費 505 502 3 0.6

う ち 扶 助 費 482 473 9 1.9

う ち 公 債 費 77 83 △6 △7.2

投 資 的 経 費 227 192 35 18.2

そ の 他 の 経 費 814 938 △124 △13.2

合  計 2,105 2,188 △83 △3.8

 

○ 義務的経費は、全体で 0.6％の増となりました。 
 人件費は、給料が減となったものの、団塊世代職員の大量退職が予

定されていることから 0.6％の増を見込んでいます。 
 扶助費は、高齢者や生活保護世帯の増加、保育園園児数の伸びを反

映して 1.9％の増となっています。 
 公債費は、特別区債の借入残高が順調に減少していることから

7.2％減を見込んでいます。 

○ 投資的経費は、18.2％の増となりました。 
大田区総合体育館建設や京浜急行線連続立体事業、公共施設の改築

など、区民生活向上に必要な社会資本整備には、引き続き積極的に取

り組みます。 

○ その他の経費は、13.2％の減となりました。 
引き続き事務経費の削減に努めていくほか、こらぼ大森と大田生活

実習所に指定管理者制度を導入するなど経営の効率化と民間活力の

導入をさらに進めます。 
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4-2 歳出の状況（目的別） 

 
【目的別歳出の状況】                       （単位：億円、％） 

21 年度 20 年度当初 
区  分 

予算額 構成比 予算額 構成比 
増減額 増減率 

地 域 の 振 興 80 3.8 76 3.5 4 5.3

福 祉 と 保 健 1,009 47.9 1,074 49.1 △65 △6.1

産 業 と 観 光 28 1.3 28 1.3 0 0.0

ま ち づ く り 256 12.2 317 14.5 △61 △19.2

環 境 と 清 掃 106 5.0 102 4.7 4 3.9

教育とスポーツ 233 11.1 227 10.4 6 2.6

区 政 の 運 営 316 15.0 281 12.8 35 12.5

区 債 の 償 還 77 3.7 83 3.8 △6 △7.2

合  計 2,105 100.0 2,188 100.0 △83 △3.8

 

○ 地域を活性化するための予算として 80 億円を計上しました。 

○ 福祉と保健予算の減（△65 億円）には、国民健康保険事業特別会計繰

出金の減（△42 億円）や区立特別養護老人ホーム等が利用料金制（下

記※参照）に移行したことによる控除（△40 億円）などが含まれており、

実質的な充実予算となっています。 

○ 羽田空港対策積立基金のへ積立減（△80 億円）や大岡山地区整備  

（11 億円）等により、まちづくり予算は 61 億円の減となりました。 
※事業者が料金や介護報酬を直接受領し、そのサービス提供経費に充てるしくみ 



－12－ 

5 特別会計予算の特徴 

 
【特別会計】                          （単位：億円、％） 

区  分 21 年度 20 年度当初 増減額 増減率 

国 民 健 康 保 険 事 業 680 691 △11 △1.6

老 人 保 健 医 療 3 65 △62 △95.4

後 期 高 齢 者 医 療 116 115 1 0.9

介 護 保 険 366 325 41 12.6

合  計 1,165 1,196 △31 △2.6

 

○ 国民健康保険事業特別会計 
「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づき、国民健康保険の保険

者として、糖尿病等の生活習慣病に着目した特定健康診査及び特定保

健指導を引き続き実施します。 
 
○ 老人保健医療特別会計 

老人保健医療制度は、後期高齢者医療制度の創設に伴い平成 20 年 3
月 31 日をもって廃止されましたが、本会計は 22 年度末まで過年度分

の精算を行うため存続します。 
 
○ 後期高齢者医療特別会計 

後期高齢者医療制度は、平成 20 年度から実施されています。本会

計は保険料の徴収や広域連合への医療費の納付などを行います。 
 
○ 介護保険特別会計 

平成 21 年度は、第 4 期介護保険事業計画の初年度となります。こ

れまでどおり介護保険料の徴収や介護報酬の支払いを行うほか、介護

予防事業にも積極的に取り組みます。 
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6 基金の状況 

 

 

（単位：億円）

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度見込 21年度見込

主な積立基金現在高合計 Ａ 122 168 219 264 333 437 580 779 1,029 1,038 
①財政基金 72 86 119 143 180 221 258 319 405 408 

②減債基金 44 76 94 88 120 182 161 166 177 193 

③公共施設整備 6 6 6 5 5 6 133 176 239 234 

④羽田空港対策 28 28 28 28 88 168 169 

⑤総合体育館 30 40 34 

特別区債現在高 Ｂ 1,299 1,257 1,183 1,113 1,058 944 837 698 636 600 
基金現在高－区債現在高 Ａ-Ｂ △1,177 △1,089 △964 △849 △725 △507 △257 81 393 438 

区　分

「年度間に差のある税収等の影響を最小限に抑えつつ、質の高い行政

サービスを安定的に提供する」という大切な財源調整機能が基金にはあ

ります。 

○ 公共施設整備基金 
老朽化した施設の更新には多額の経費が見込まれることから、将来に

向けて計画的な積み立てを行い、必要に応じて事業へ充当します。 

○ 減債基金 
満期に一括で返済する特別区債の元金として準備し、また、将来の公

債費に充てる財源とするため、借入期間に対応した額を毎年度積み立て

ています。 

なお、平成 21 年度末見込の主な積立基金現在高合計は 1,038 億円で、

同時点の区債現在高 600 億円を大きく上回っており、区の財務はきわめ

て良好な状態にあるといえます。 

主な積立基金の現在高推移（各年度末）
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7 大田区の経営改善の歩みと成果 

 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◇おおた再生プラン（平成19・20年度） 
平成19年度 
●大森北六丁目・池上保育園の民営化 

●大田南図書館他13館に指定管理者制度を導入 

●平和島土木事務所の業務委託 

●平和島公園管理事務所の業務委託 

●東嶺町・鵜の木老人いこいの家の業務委託 

平成20年度 
●大森東福祉園に指定管理者制度を導入 

●北嶺町保育園の民営化 

●雪谷・新蒲田保育園の業務委託 

●新井宿・羽田・仲六郷老人いこいの家の業務委託 

●多摩川緑地管理事務所の業務委託 

●多摩川台公園管理事務所の業務委託 

●区立幼稚園運営体制見直し 

平成7～20年度 

 

※累積節減効果試算額 

約1,028億800万円 

削減人員合計 

1,923人 

 

※累積節減効果試算額： 

単年度節減効果額に過

年度実施分の継続効果

額を加えて試算した額 

 

◇平成7～18年度の事務事業適正化に関する計画 
○事務事業等適正化計画（平成7～9 年度） 

 ・学校給食の業務委託 
 ・学校警備の機械化 
○事務事業等適正化計画（第二次）（平成10～12 年度） 

 ・区民施設事業の整理再編 
 ・表彰事業、記念事業等の整理 
○おおた改革推進プラン21（平成13～15 年度） 

 ・保育園給食の業務委託 
 ・南六郷福祉園に指定管理者制度を導入 
○おおた経営改革プラン（平成16～18 年度） 

 ・南六郷土木事務所の業務委託 
 ・職員配置見直し（区民・文化センター、大田図書館） 

 

平成7～18年度 

 

※累積節減効果試算額 

約778億500万円 

 

※累積節減効果試算額： 

単年度節減効果額に過

年度実施分の継続効果

額を加えて試算した額 

 

 

○ 平成 7～18 年度の期間に取り組んできた 4 つの計画では、事務事業の見直

しや民間委託の推進を行い、一定の成果を挙げてきました。 
○ 平成19年度に策定した「おおた再生プラン」では、区組織や区施設の運営

方法等、重要かつ緊急を要する17の区政課題に対して各会議体で検討にあ

たり、課題の解決を図ってきました。 
○ 現在、行政改革をさらに推進するための 3 か年計画「（仮称）新行政経営プ

ラン」の策定を進めています。 

◇「（仮称）新行政経営プラン」（平成21～23年度）の策定 
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8 主な組織の改正について 

 

○「経営管理部」に「政策担当課長」を設置します 
政策形成・行政評価機能を強化し、基本計画の円滑な執行体制を構築します。 

 

○「地域振興部」と「区民部」を設置します 
地域力の拠点となる「特別出張所」等の機能強化により、地域力の向上を図るとともに、地域

行政組織の連携維持・向上にも取り組みます。 

また、「区民部」を設置し、「国保年金課」「後期高齢者医療担当課長」を区民部に移し、国保料

等の納付についても、「国保年金課」で扱います。 

 

○「地域行政センター」制度を廃止します 
本庁と地域行政組織の一体性の強化と役割分担を明確にするため、「地域行政センター」制度を

廃止します。なお、現在「地域行政センター」の窓口で対応している事務（地域福祉課、地域健

康課、生活福祉課、まちなみ整備課が行っている事務）については、原則として同一施設内で対

応いたします。 

 

○「福祉部」を設置します 
現在「保健福祉部」で行っている健康づくりを中心とする保健分野の業務を、「保健所」に移し、

専門知識を有する医師が直接かかわることにより、より充実した施策を行えるようにします。 

また、地域行政センター制度を廃止することに伴い、地域福祉課、生活福祉課を福祉部に移し

ます。 

 

○健康づくりや医療連携の事務を「保健所」に統合します 
新型インフルエンザ等の新たな感染症や、区民の健康の保持及び増進に的確に対応するため、

健康、衛生関連事務を保健所に統合し、その機能を強化します。 

 

○「都市基盤整備部」を設置します 
現在の「まちづくり推進部」の事務のうち、都市基盤（道路、河川、橋梁、公園、緑地、交通

関連設備等）にかかわる部分を移し、都市基盤の老朽化等に伴う、改良・更新需要の増大に的確

に対応し、区民の安全を守る体制を強化します。 

また、地域行政センター制度を廃止することに伴い、「まちなみ整備課」を「まちなみ維持課」

とし、都市基盤整備部に移します。 

 

○「環境清掃部」を設置します 
環境問題を所管する「環境保全課」を「清掃部」に移し、「環境清掃部」と変更するとともに   

「地球温暖化対策担当課長」を設置し、地球温暖化問題にも重点的に取り組みます。 

 

○教育委員会事務局に「教育地域力推進担当部長」を設置します 
地域力の活用による学校支援を行うことにより、学校教育の充実を図ります。 

平成 21 年 4 月 1 日、組織改正を行います。 
＜改正の目的＞ 
○ 大田区基本構想・基本計画を着実に実現する 
○ 区民にわかりやすい組織を作る 
○ 社会経済状況の変化や新しい行政需要に区民の視点で応える 



予算額 構成比 予算額 構成比 額 率

1 議 会 費 998,031          0.5       1,002,806       0.5       △4,775          △0.5   

2 総 務 費 36,316,376     17.3     33,192,247     15.2     3,124,129       9.4       

3 福 祉 費 93,459,081     44.4     99,407,281     45.4     △5,948,200   △6.0   

4 衛 生 費 7,404,512       3.5       8,025,241       3.7       △620,729      △7.7   

5 産業経済費 2,769,583       1.3       2,753,681       1.3       15,902            0.6       

6 土 木 費 15,466,533     7.3       13,705,490     6.3       1,761,043       12.8     

7 都市整備費 10,091,248     4.8       17,946,001     8.2       △7,854,753   △43.8 

8 環境清掃費 10,616,266     5.0       10,226,778     4.7       389,488          3.8       

9 教 育 費 23,317,848     11.1     22,732,524     10.4     585,324          2.6       

10 公 債 費 7,682,187       3.6       8,322,158       3.8       △639,971      △7.7   

11 諸 支 出 金 1,872,109       0.9       1,269,001       0.6       603,108          47.5     

12 予 備 費 500,000          0.2       200,000          0.1       300,000          150.0   

210,493,774   100.0   218,783,208   100.0   △8,289,434   △3.8   合　計

平成21年度　一般会計予算（案）集計表

（1）歳出（款別） （単位:千円、％）

款
21年度 20年度当初 増（△）減
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（2）　歳入（款別） （単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

1  特別区税 71,229,112 33.8 71,971,405 32.9 △ 742,293 △ 1.0 
2  地方譲与税 2,097,000 1.0 2,165,000 1.0 △ 68,000 △ 3.1 
3  利子割交付金 946,297 0.4 1,084,000 0.5 △ 137,703 △ 12.7 
4  配当割交付金 535,500 0.3 630,000 0.3 △ 94,500 △ 15.0 
5  株式等譲渡所得割交付金 580,000 0.3 703,000 0.3 △ 123,000 △ 17.5 
6  地方消費税交付金 7,774,734 3.7 9,390,000 4.3 △ 1,615,266 △ 17.2 
7  自動車取得税交付金 1,303,000 0.6 1,593,000 0.7 △ 290,000 △ 18.2 
8  地方特例交付金 830,000 0.4 813,000 0.4 17,000 2.1 
9  特別区交付金 63,299,805 30.1 71,115,694 32.5 △ 7,815,889 △ 11.0 
10  交通安全対策特別交付金 99,000 0.0 105,000 0.0 △ 6,000 △ 5.7 
11  分担金及び負担金 3,559,105 1.7 3,586,381 1.6 △ 27,276 △ 0.8 
12  使用料及び手数料 7,339,454 3.5 11,433,510 5.2 △ 4,094,056 △ 35.8 
13  国庫支出金 26,414,063 12.5 25,443,565 11.6 970,498 3.8 
14  都支出金 9,296,026 4.4 8,765,643 4.0 530,383 6.1 
15  財産収入 938,734 0.4 520,771 0.2 417,963 80.3 
16  寄附金 252,058 0.1 257,983 0.1 △ 5,925 △ 2.3 
17  繰入金 3,886,121 1.8 500,000 0.2 3,386,121 677.2 
18  繰越金 2,000,000 1.0 2,000,000 0.9 0 0.0 
19  諸収入 5,293,765 2.5 6,005,256 2.7 △ 711,491 △ 11.8 
20  特別区債 2,820,000 1.3 700,000 0.3 2,120,000 302.9 

210,493,774 100.0 218,783,208 100.0 △ 8,289,434 △ 3.8 

（3）　歳出（性質別） （単位：千円、％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

義務的経費 106,403,218 50.5 105,900,561 48.4 502,657 0.5 
50,510,197 24.0 50,243,304 23.0 266,893 0.5 
2,734,891 1.3 2,410,983 1.1 323,908 13.4 

19,625,437 9.3 20,495,749 9.4 △ 870,312 △ 4.2 
21,625,385 10.3 20,813,163 9.5 812,222 3.9 

6,520,120 3.1 6,519,045 3.0 1,075 0.0 
4,364 0.0 4,364 0.0 0 0.0 

48,215,968 22.9 47,339,546 21.6 876,422 1.9 
7,677,053 3.6 8,317,711 3.8 △ 640,658 △ 7.7 

22,727,470 10.8 19,160,998 8.8 3,566,472 18.6 
19,180,728 9.1 13,152,284 6.0 6,028,444 45.8 

3,546,742 1.7 6,008,714 2.7 △ 2,461,972 △ 41.0 
81,363,086 38.7 93,721,649 42.8 △ 12,358,563 △ 13.2 

3,560,800 1.7 597,800 0.3 2,963,000 495.7 
14,803,679 7.0 18,460,883 8.4 △ 3,657,204 △ 19.8 
62,998,607 29.9 74,662,966 34.1 △ 11,664,359 △ 15.6 

210,493,774 100.0 218,783,208 100.0 △ 8,289,434 △ 3.8 

特別会計繰出金

その他

土地開発公社貸付金

建設費等

用地購入費

その他の経費

投資的経費

合　　計

人件費

報酬

給料

職員手当等

共済費

災害補償費

扶助費

公債費

前年度比較

区　　分
21年度 20年度当初 前年度比較

合　　計

款
21年度 20年度当初
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９ 事業説明資料 
【１】緊急経済対策事業について  

                総額 ３２億３，０９６万円  

■ 臨時職員等の緊急雇用 （４億１,４９１万円） 

（内容） 

急激な景気後退と企業業績の落ち込みなどにより、派遣契約の中途解除など、雇用状

況の悪化が進んでいます。こうした中、大田区においては、緊急雇用対策として、臨時

職員の採用を平成 20年度に引き続き拡大していくとともに委託事業における雇用の確保

を図ります。  

（内訳） 

１ 臨時職員      約 300 名×６ヶ月  
 
２ 委託による従事者  約 100 名×12 ヶ月 

■ 公共事業増加による地域経済活性化 （２７億９０６万円） 

（内容） 

 土木工事、建築工事などの発注増により、区内企業の仕事量の増加と雇用の確保を図

り、地域経済全体を活性化します。  

（内訳） 

 １ 土木工事の増加  
   ・道路改良事業工事の増            ３億 7,804 万円の増額 

   ・道路補修工事の平成 22 年度前倒し分を含む増   9,419 万円の増額 

 ２ 建築工事の増加  
   公共施設の新築、改築、改修工事の増     22 億 3,683 万円の増額 

■ プレミアム付区内共通商品券５億５千万円発行 （７,０００万円） 

・・・21 ページ参照

■ 介護保険施設等の人材確保支援事業 （２,２００万円） 

・・・20 ページ参照

■ 新市場・新分野開拓推進事業 （１,４９９万円） 

・・・21 ページ参照
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【１】緊急経済対策事業（１）  

事業名 介護保険施設等人材確保育成支援事業 

予算額 ４,４２０万円 

事業の 

ねらい  

区内の特別養護老人ホーム、老人保健施設、グループホーム等の介護保険

施設等が、新規に人を雇う際に費用を補助することにより、慢性的な人手不

足にある介護福祉分野の人材確保と、雇用創出を図ります。  
また、区内の介護保険事業者が、質の高いサービスを安定的・継続的に提

供できるよう、介護保険事業者が行う職員のキャリアアップ、スキルアップ

など、人材育成に要する費用を補助します。  

事業概要 

１ 人材確保支援（緊急経済対策)   2,200 万円 

(1) 区内の特別養護老人ホーム、老人保健施設、グループホーム等の施設に

おいて、24 時間 365 日対応の介護保険サービスを提供している事業者が、

区民のうち平成 20 年 10 月以降雇用者の都合で失業中又は失業が決まっ

ている方を新規採用する場合、６ヶ月以上の雇用継続を条件に、１人当

たり 40 万円を補助します。 

①  職員規模 50 人未満  １人まで 

②  職員規模 50 人以上  ２人まで 

(2) 上記の場合、雇用された者が、採用後平成 22 年３月末までに、ホームヘ

ルパー２級の資格を取得した場合には、10 万円を補助します。 

①  職員規模 50 人未満  １人まで 

②  職員規模 50 人以上  ２人まで 

 

２ 人材育成・定着支援   2,220 万円 

(1) 区内で特別養護老人ホーム、老人保健施設、グループホーム等の施設に

おいて、24 時間 365 日対応の介護保険サービスを提供している事業者が、

職員の資格取得、職場改善などの人材育成、定着に資する取り組みを行

う場合、その経費の一部を補助します。 

①  職員規模 50 人未満  30 万円上限 

②  職員規模 50 人以上  50 万円上限 

(2) 上記の事業者を除く、居宅系サービス等の介護保険事業者が、人材育成

の取り組みを行う場合に、10 万円を上限に補助します。  

担当課  保健福祉部 高齢事業課 

課長氏名  小泉 邦雄   電話５７４４－１２５５ 
問合先 

担当者名  佐藤      電話５７４４－１２６８ 

丸山      電話５７４４－１２５８ 

 
 

新規
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【１】緊急経済対策事業（２）  

事業名 新市場・新分野開拓推進事業 

予算額 １,４９９万円 

事業の 

ねらい  

厳しい経済状況の中、大田区中小企業の取引拡大につなげるため市場開拓

を実施します。また、海外においても市場の開拓を行い、取引拡大につなが

る支援を展開していきます。更に、経営悪化に伴う経営相談等の増加に合わ

せビジネスサポート事業を拡充していきます。  

事業概要 

１ 受・発注相談 2,551 万円（充実分 273 万円）  
発注開拓員を増員 (１名→２名 )し、環境、福祉、エネルギー、航空機等

の新産業分野にあるメーカー、研究開発型企業等との取引拡大など新市場

を開拓します。  
  ※発注開拓員：企業ＯＢなど業界の動向に詳しく、具体的な発注のきっかけづくり

をする人員  

２ 研究開発マッチング事業の充実 1,017 万円（充実分 904 万円）  

コーディネーターを増員し(３名→５名 )、大手企業の研究所及び大学・

医療機関の課題を把握し、大田区企業とのマッチングによる産学連携など

新分野開拓を強化します。  
※コーディネーター：新しい研究分野の動向や大学・医療機関の状況に詳しく区内

企業と研究者を結びつける専門家  

３ 海外市場開拓事業 1,327 万円（充実分 210 万円）  
タイ、中国での大田区企業のビジネスチャンスとなる市場開拓の支援、

情報提供を実施します。  
４ ビジネスサポートサービス事業の拡充 404 万円（充実分 112 万円）  

 経営悪化に伴う経営相談の増加に伴い緊急経済対策として専門家を派遣

できる回数を５割程増やします。  
担当課  産業経済部（財団法人 大田区産業振興協会） 

課長氏名  長谷 隆      電話 ３７３３－６１４５ 問合先 

担当者名  2.4 田口 1.3 上原  電話 ３７３３－６１４４ 

 
【１】緊急経済対策事業（３）  

事業名 プレミアム付区内共通商品券の発行（商店街活性化推進事業）  

予算額 ７,０００万円 

事業の 

ねらい  

プレミアム付区内共通商品券を発行し、商店街における個人消費の喚起を

図ります。また、商品券発行を機会に個店の商店街加入促進を図り、商店街

のつながりの強化をめざします。  

事業概要 
 プレミアム付区内共通商品券の実施補助  

…発売総額５億５千万円（うちプレミアム 10％分及び事務経費の補助）  

担当課   産業経済部 産業振興課 

課長氏名   石井 芳明  電話 ３７３３－６１２７ 問合先 

担当者名   栗林     電話 ３７３３－６１８４ 
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（2） 保健・福祉  

【２】保健・福祉（１）  

事業名 健康づくりの推進  

予算額 ２４億６,８０６万円 

事業の 

ねらい  

区民の主体的な健康づくりをめざして計画を策定し、区民、事業者や区が連

携して健康事業に取り組むことにより、すこやかなまちづくりを推進します。

事業概要 

 
１ すこやかおおた推進事業    11 万円  

区民の健康づくりを推進するための「(仮称)すこやかおおたプラン」を策

定し、区民の健康意識を高めるとともに、区民による自主的な健康づくり活

動を支援していきます。  
 
２ 基本健康診査等の実施   15 億 71 万円  

区民の生活習慣病予防のために、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症

候群）に着目した内容で特定健康診査等を行い、その結果、必要な方に対し

ては特定保健指導を行って、生活習慣の改善等を支援していきます。  
 
３ 各種検診等の実施    ９億 6,724 万円  

〈各種がん検診、肝炎ウイルス検診、成人歯科健診等〉  
各種疾患の早期発見及び早期治療のため、検診などを実施し、区民の健康

増進を図っていきます。  
 
 

 
担当課   保健福祉部 区民健康づくり担当課 

課長氏名   佐藤 惠美子    電話 ５７４４－１６６０ 
問合先 

担当者名   上記１・２ 河合  電話 ５７４４－１６６１ 

       上記３   井上  電話 ５７４４－１２６５ 
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【２】保健・福祉（２）  

事業名 地域医療連携の推進 

予算額 １,５６７万円 

事業の 

ねらい  

 救急医療だけではなく、小児科や産科などの一般医療、歯科医療及び災害

医療においても、地域の病院や診療所が医療機能を分担し、かつ連携しなが

ら治療を行う必要があります。そのため、関係機関が一体となった連携体制

を構築することにより、医療機関が抱える諸問題を軽減し、区民に効率的で

質の良い医療が提供できる体制の整備を推進します。  

事業概要 

 大田区入院医療協議会や大田区周産期医療検討委員会などと連携して、分

野別課題の検討を行い、地域特性に応じた医療連携のあり方の検討や啓発活

動等を行います。  
１ 緊急対策の検討・実施  
２ 医師会等が作成する医療マップの制作費一部補助  
３ 小児救急や周産期医療講演会の開催  

担当課   保健福祉部 地域保健担当課 

課長氏名   萩原 日出男   電話 ５７４４－１２６１ 問合先 

担当者名   鷲見       電話 ５７４４－１２４４ 

【２】保健・福祉（３）  

事業名 
ユニバーサルデザインのまちづくり基本方針の 
策定・推進 

予算額 １,４７５万円 

事業の 

ねらい  

区民が安心して暮らし、区を訪れる方が安全に移動できるまちを築くため

の考え方や、方策、手段等を盛り込んだ基本方針を策定します。  
また、基本方針を実現するためのプランを定め、ユニバーサルデザインの

まちをめざします。  

事業概要 

大田区基本構想の個別目標 1-2 の「障がいの有無、年齢、性別、国籍にか

かわらず、安心して生活できるユニバーサルデザインの視点にたった優しい

まち」を実現するため、平成 21 年度から検討に入り、平成 22 年度中にユニ

バーサルデザインのまちづくり基本方針の策定をめざします。  
１ 区民参加型のワークショップを開催  
２ 策定委員会及び庁内検討会による基本方針、プランの作成  
３ 基本方針に対するパブリックコメントの実施  
４ ユニバーサルデザインのまちづくり基本方針の策定  

担当課   保健福祉部 計画調整課 

課長氏名   安元 祐一郎  電話 ５７４４－１２４１ 問合先 

担当者名   菅野      電話 ５７４４－１２４４ 

新規

新規
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【２】保健・福祉（４）  

事業名 グループホーム・ケアホームの整備促進  

予算額 ４,０００万円 

事業の 

ねらい  

親亡き後の障がい者や、介護者の高齢化・疾病等により介護を受けられな

い障がい者が、地域で自立して安心した生活を送れるよう居住の場の整備を

促します。それにより、これまで区外の施設に入所していた障がい者の地域

生活への移行を支援し、地域での受け入れ態勢を整えます。  

事業概要 

１ 事業内容  
 社会福祉法人等がグループホームまたはケアホームを新規に設置する

際に、整備に係る経費の補助を行います。  
２ 補助金額  
   １施設  2,000 万円限度  
３ 補助件数  
   ２施設を予定  

担当課   保健福祉部 障害福祉課 

課長氏名   佐藤 一義  電話 ５７４４－１２４９ 問合先 

担当者名   亀田     電話 ５７４４－１６３９ 

 
【２】保健・福祉（５）  

事業名 公園を利用した介護予防教室の実施  

予算額 １６４万円 

事業の 

ねらい  

公園をリニューアルし、新たに設置する高齢者向けの健康遊具を使って公

園体操を実施し、介護予防を楽しく学びながら、高齢者のねたきりゼロをめ

ざした健康づくりを推進します。  

事業概要 

１ 健康遊具が設置された公園で「いきいき公園体操教室」実施  
地域の高齢者を対象に月１回体操教室を実施し、公園遊具を活用して区

民の健康増進に繋げます。  
２ 「いきいき公園体操教室」の地域指導者の育成  

区民自らの手で教室を開催できる能力を身につけ、教室が継続的に行わ

れるよう地域指導者を育成します。  
※公園遊具設置は、関連事業「魅力ある公園のリニューアル」P.46 参照  
担当課   保健福祉部 高齢事業課 

課長氏名   小泉 邦雄   電話 ５７４４－１２５５ 問合先 

担当者名   小鳥      電話 ５７４４－１６２４ 

 

新規
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【２】保健・福祉（６）  

事業名 家族介護者支援事業 

予算額 １,３３５万円 

事業の 

ねらい  
要介護高齢者等へのヘルパーを派遣し、介護している家族の精神的、身

体的負担の軽減を図り、在宅での介護の継続を支援します。  

事業概要 

常時見守りなどの介護が必要な約 4,500 人の要介護４、５の方と同居し、

介護している家族を対象に、区が年 16 時間のヘルパー派遣を行い身体介護や

生活援助を実施します。  
１ 対象者  

要介護４、５の認定者を同居で介護している家族  
２ サービス内容  

(1)見守り、排泄、食事、服薬などの身体介護  
(2)掃除、洗濯、調理、配膳などの生活援助   

３ 費用負担  
利用者１割負担、生活保護等受給者負担無  

担当課   保健福祉部 高齢事業課 

課長氏名   小泉 邦雄  電話 ５７４４－１２５５ 問合先 

担当者名   中川     電話 ５７４４－１２５２ 

【２】保健・福祉（７）  

事業名 
高齢者の夜間・休日電話相談（高齢者ほっとテレフォン）の  
実施  

予算額 ８６９万円 

事業の 

ねらい  

 区役所が閉庁している夜間、休日等に、区内の高齢者や家族、関係者から

高齢者に関する健康や福祉、介護等の電話相談を受けて、高齢者が安心して

生活できることを目的とします。  

事業概要 

「高齢者ほっとテレフォン」事業の開始  
１ 受付時間   平日夜間  17 時～翌日８時 30 分  
         土・日曜日、祝日、年末年始 24 時間  
２ 利用対象者  区内の高齢者、家族、関係者  
３ 相談事業者  民間専門事業者に委託  
４ 電話相談員  看護師及び介護支援専門員資格を有する者等  
５ 相談受付内容 高齢者の健康、介護、福祉等に関する相談及び申請受付

窓口等の案内  
６ 事業開始予定 平成 21 年４月１日  
担当課   保健福祉部 高齢福祉課 

課長氏名   外崎 光生  電話 ５７４４－１２６６ 問合先 

担当者名   常数     電話 ５７４４－１２５０ 

新規

新規
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【２】保健・福祉（８）  

事業名 
低所得者に対する介護保険料減額並びに  
利用者負担の軽減等 

予算額 ４５８万円 

事業の 

ねらい  

 経済情勢の急激な悪化により、高齢者の経済的負担も増大しています。  
第４期介護保険事業計画の中で、所得の低い方を対象に、経済的負担を軽

減するための区独自事業を実施します。  

事業概要 

 
１ 低所得者に対する介護保険料減額制度  

一定の条件を満たす方を対象に、保険料段階第３段階の保険料を第２段

階に、第２・第１段階の保険料を１／２に減額します。  
 
２ 介護保険サービス利用者負担軽減事業       366 万円 

  現在実施している「生計困難な方への利用者負担軽減制度」  の対象者に

対して、現在の利用者負担率 7.5％（通常 10％）のところを更に一定の割

合の減額を行います。差額を区で負担することで、所得の低い方にも介護

サービスを一層利用しやすくします。  
 
３ 利用者負担軽減事業に係る事業者参入促進事業   92 万円  

上記「利用者負担軽減事業」に参入している事業者には、利用者減額分

の１／２を負担していただいています。参入事業者の事務経費等の負担軽

減と区との連携・協力関係の向上を図るため、一定額の助成を行います。  
 
 

担当課   保健福祉部 介護保険課 

課長氏名   菊地 宏明  電話 ５７４４－１２４８ 問合先 

担当者名   半田     電話 ５７４４－１３５９ 

 
 
 
 
 
 
 

新規
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【２】保健・福祉（９）  

事業名 大森赤十字病院の改築支援  

予算額 １億６,０００万円 

事業の 

ねらい  

 大森赤十字病院は、長年地域に密着した医療（外来患者の８割以上が区民）

を行う地域の中核的な医療機関です。しかし、病院施設の老朽化により、存

続が危ぶまれ、地元住民から病院存続を求める請願（署名 53,780 名）が提出

（平成 14 年）されるなど、区民の強い期待を受け、現地で建替えることにな

りました。そこで区は、大森赤十字病院が担っている防災拠点機能や周産期

医療、小児科医療など、地域に不可欠な医療機能を守るため、日本赤十字社

法第 39 条に基づき、補助及び資金の貸付けを実施します。  

事業概要 

 
１ 改築の概要  

(1) 改築予定地 大田区中央四丁目 30 番 11 号  
(2) 敷地面積  約 8,900 ㎡   

(3) 延べ床面積 約 21,900 ㎡ 

(4) 構造等   鉄筋コンクリート造・地上８階（塔屋階含む）地下２階

 
２ 改築スケジュール  
 平成 20 年２月～平成 23 年９月  
 
３ 改築総事業費（参考） 約 118 億円 

 

４ 区支援額  

(1)補助 1 億 6,000 万円（平成 21 年度実施） 

(2)貸付 16 億 1,131 万円（平成 22 年度～31 年度実施） 

 
担当課   経営管理部 企画財政課（行政経営担当課長） 

課長氏名   荒井 昭二  電話 ５７４４－１１２８ 問合先 

担当者名   岡本     電話 ５７４４－１６５４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規
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（3） 子育て・教育  

【３】子育て・教育（１）  

事業名 すこやか赤ちゃん訪問事業の推進  

予算額 ２,７０７万円 

事業の 

ねらい  

 すべての乳児がいる家庭を訪問し、乳児の発育状況や様々な不安、悩みな

どを聞き、子育てに関する必要な情報提供を行うことにより、赤ちゃんのす

こやかな成長を支援していきます。  

事業概要 

 すべての乳児家庭を生後４か月頃までに訪問します。訪問により乳児の発

育・健康状態等の保健指導、子育て情報の提供及び養育についての相談や助

言を行います。  
 
１ 訪問対象 区内において生後４か月までの乳児のいる家庭  
 
２ 対象者数 年間約 5,500 世帯  
 
 
＊ 本事業は児童福祉法に定める「乳児家庭全戸訪問事業」に相当し、現在

実施している母子保健法に基づく「新生児・妊産婦訪問指導事業」を包括

したものです。  
 
 

問合先  

【こども育成部 子ども家庭支援センター】  
課長氏名  西山 正人   電話 ３７６３－０１８８ 

担当者氏名 小室      電話 ５７５３－７８３０ 

 【大田北地域行政センター 地域健康課】 

  課長氏名  大久保 仁恵  電話 ５７６４－０６６０ 

  担当者氏名 村野      電話 ５７６４－０６６１ 
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【３】子育て・教育（２）  

事業名 子育て応援サイトの構築  

予算額 ９０９万円 

事業の 

ねらい  

 
インターネットによる子育て情報の提供機能の充実を図ります。サイトの

構築に際しての企画や運営に、子育て家庭や子育て支援団体などに参加して

いただき、魅力あるサイトとして育て、地域の子育てを支援する力の向上や、

子育てしやすい環境づくりに資する地域ポータルサイトの構築をします。  
 

事業概要 

 
１ 平成 21 年度  

(1)子育て情報サイト構築運営委員会立ち上げ  
(2)子育て情報サイト構築のための運営委員会開催  
(3)子育て情報サイトの構築  

 
２ 平成 22 年度以降  
  子育て情報サイトの運営  
 
担当課   こども育成部子育て支援課 

課長氏名   柿本 伸二  電話 ５７４４－１２７１ 問合先 

担当者名   横浜     電話 ５７４４－１２７２ 
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【３】子育て・教育（３）  

事業名 区立保育園の改築等の推進  

予算額 ２億６,２５６万円 

事業の 

ねらい  

老朽化施設の鵜の木保育園、森が崎保育園及び入新井保育園を改築し、良

質な保育環境の整備を進めます。また、待機児の解消を図るため、整備に合

わせて定員拡充を行うとともに、鵜の木地区に鵜の木特別出張所と合築で保

育園を新設します。  

事業概要 

１ 保育園の改築計画  
 (1)鵜の木保育園の改築  
  ①改築予定地 千鳥幼稚園（平成 20 年度末廃止）跡地 

  ②平成 21 年８月着工予定 

③平成 22 年 10 月開園予定 

  ④予算額 ２億 1,401 万円（建設費等） 

 (2)森が崎保育園の改築（現在地で改築）  
  ①平成 22 年 12 月着工予定  

②平成 24 年２月開園予定 

  ③予算額 2,266 万円（実施設計・地盤調査費等） 

 (3)入新井保育園の改築（現在地で改築） 

  ①平成 22 年 12 月着工予定  

②平成 24 年２月開園予定 

  ③予算額 1,112 万円（実施設計・地盤調査費等） 

 

２ 保育園の新設 

  (仮称)新鵜の木保育園の新設 

  ①鵜の木特別出張所と合築  

②平成 24 年７月開園予定 

  ③予算額 1,478 万円（実施設計・地盤調査費等） 

 
 
問合先  こども育成部 子育て支援課 ・ 副参事（施設担当） 

保育サービス課 

子育て支援課長   柿本 伸二   電話 ５７４４－１２７１  
副参事（施設担当） 市野由香里   電話 ５７４４－１６４１ 

保育サービス課長  高安 道郎   電話 ５７４４－１２７６ 

担当        田中      電話 ５７４４－１６４２  
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【３】子育て・教育（４）  

事業名 基礎学力の定着  

予算額 １億１,７６２万円 

事業の 

ねらい  

全国学力・学習状況調査の結果、区立小中学校児童・生徒の学力向上への

更なる取り組みが必要となっています。特に、積み重ねの教科である算数・

数学そして英語は、つまずいたところをそのままにすると、学習意欲が低下

し、他の教科にも影響が出てきます。そこで、学習指導講師を主として放課

後の補習指導及び土曜日の補習指導にあて英数学力の向上を図ります。  

事業概要 

１ 習熟度別指導 小学校：算数  中学校：数学、英語  
２ 算数・数学の基礎学力の定着（平成 21 年度実施）  

(1)対象児童・生徒  小学校３年生～中学校３年生  
(2)実施方法  

・到達状況を示す「ステップ学習チェックシート」を配付  
・内容のまとまり毎に「確認テスト」で到達度を把握  
・内容のまとまり毎に児童・生徒に家庭学習用教材を配付  
・学習指導講師による補習教室で「ドリル」による学習  

３ 英語の基礎学力の定着  
 英検４級・５級のテキストを配付して英検チャレンジへの動機付けを行う

など、英語に対する興味・関心を引き出し、基礎学力を身に付けさせます。

担当課   教育委員会事務局 指導室 

課長氏名   鈴村 邦夫  電話 ５７４４－１４３４ 問合先 

担当者名   大泉     電話 ６７４４－１４３６ 

【３】子育て・教育（５）  

事業名 羽田中学校の改築  

予算額 １１億４,４０２万円 

事業の 

ねらい  

生徒の学習環境の充実を図るため、平成 20 年度に引続き校舎の改築を行い

ます。改築工事期間中は、既存校舎・体育館を使用して授業を行い、新校舎

完成後にこれらを解体します。  

事業概要 

１ 施設の概要 

所在地：大田区東糀谷 6-10-12 

改築規模：校舎・体育館＝鉄筋コンクリート造地上５階建て 

延べ床面積：9,924 ㎡ 

２ スケジュール  平成 20 年度～22 年度  校舎改築工事 

          平成 23 年度      プール・外構工事 

３ 改築予算（平成 21 年度） 

 (1)校舎改築工事 11 億 2,832 万円 (2)工事監理委託 1,570 万円  

担当課   教育委員会事務局 施設担当課 

課長氏名   石井 一雄  電話 ５７４４－１４３０ 問合先 

担当者名   上村     電話 ５７４４－１３９９ 
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【３】子育て・教育（６）  

事業名 学童保育事業の充実 

予算額 
１０億８,７２７万円 

（内 旧幼稚園舎改修工事費：６億３,３３６万円） 

事業の 

ねらい  

学童保育事業等を充実するために、旧幼稚園舎の活用によるフレンドリー

おおた事業を進めます。保護者が児童を安心して預けられる環境をつくり、

地域における子育て支援の向上に取り組みます。  

事業概要 

１ 旧幼稚園舎の活用施設予定  
梅田幼稚園舎、松仙幼稚園舎、萩中幼稚園舎、羽田幼稚園舎、  
新宿幼稚園舎、西六郷幼稚園舎  

２ 旧幼稚園舎の活用によるフレンドリーおおた事業開設予定  
  平成 22 年４月  

３ 学童保育実施施設数  
  72 所  

問合先  

【こども育成部 子育て支援課】  
課長 柿本 伸二  電話 ５７４４－１２７１ 

担当 堀      電話 ５７４４－１６０９  
 【教育委員会事務局 庶務課（施設担当課長）】 

  課長 石井 一雄   電話 ５７４４－１４３０ 

 担当 上村      電話 ５７４４－１３９９  
【３】子育て・教育（７）  

事業名 認証保育所保護者負担軽減補助  

予算額 １億３,２８４万円 

事業の 

ねらい  

認証保育所の利用料は、認可保育園のような「第二子以降の保育料減額」

がないため、認証保育所に二人以上の児童が入所している世帯の経済的負担

は大きいといえます。このような世帯の負担軽減を図るため、認証保育所保

護者負担軽減補助金の一部を増額し、子育て世帯を応援します。  

事業概要 

現行は、保護者負担軽減のため、認証保育所を利用している児童１名につ

き月額 10,000 円の補助を実施しています。平成 21 年度からは、認証保育所

に二人以上の児童を入所させている保護者に対し、二人目以降の児童につき

月額 20,000 円の補助を行います。なお、１人目の児童については、現行と同

額となります。 

担当課   こども育成部 保育サービス課 

課長氏名   高安 道郎  電話 ５７４４－１２７６ 問合先 

担当者名   田中     電話 ５７４４－１２７９ 
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（4） 安全・安心  

【４】安全・安心（１）  

事業名 橋梁の耐震性の向上 

予算額 ２億９,７５１万円 

事業の 

ねらい  

区が管理する橋梁の中で、災害時の緊急道路障害物除去路線に架かる橋、

鉄道を跨ぐ橋など防災上重要な橋は、計画的に架替・耐震補強整備を進め、

災害に強いまちづくりを推進します。  

事業概要 

耐震補強整備事業  
１ 鉄道事業者と協定による鉄道敷に架かる３跨線人道橋の耐震補強設計委託 
 山王道跨線人道橋、外川田跨線人道橋、宮前跨線人道橋  

問合先 まちづくり推進部 まちづくり課 

課長 川野 正博   電話 ５７４４－１３３１ 

担当 里見      電話 ５７４４－１３０４ 

 

２ 各地域における耐震補強整備  
  (1)桜坂人道橋耐震補強整備工事  
 
  (2)本村橋耐震補強整備工事実施設計委託  

問合先 大田西地域行政センター まちなみ整備課 

課長 菅 三男    電話 ３７２２－３１１９ 

担当 馬場      電話 ３７２２－３１１６ 

 

  (3)大森東避難橋耐震補強整備工事実施設計委託  
問合先 大田東地域行政センター まちなみ整備課 

課長 根本 勝司   電話 ３７４１－３１５４ 

担当 仲村      電話 ３７４１－３１６９ 

 

３ 各地域における架替整備  
(1) 新馬込橋架替整備工事比較設計委託  
問合先 まちづくり推進部 まちづくり課 

課長 川野 正博   電話 ５７４４－１３３１ 

担当 里見      電話 ５７４４－１３０４ 

 

(2) 八幡橋架替整備工事  
問合先 大田東地域行政センター まちなみ整備課 

課長 根本 勝司   電話 ３７４１－３１５４ 

担当 仲村      電話 ３７４１－３１６９ 
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【４】安全・安心（２）  

事業名 本部体制の充実（緊急地震速報受信機の導入） 

予算額 ４３３万円 

事業の 

ねらい  

緊急地震速報受信機を、地域の行政拠点である特別出張所に導入し、事前

に避難行動等をとることにより、被害の軽減を図ります。  

事業概要 

１ 概要  
18 特別出張所に緊急地震速報受信機を設置し、地震速報を庁舎内に放送

することにより、来庁者などの被害の軽減を図ります。  
 
２ スケジュール  

平成 21 年６月頃  設置工事  

担当課   区民生活部 防災課 

課長氏名   佐々木 茂樹   電話 ５７４４－１２３４ 問合先 

担当者名   長沼       電話 ５７４４－１２３６ 

【４】安全・安心（３）  

事業名 青色防犯灯パトロール  

予算額 ６９６万円 

事業の 

ねらい  

犯罪抑止効果の高い青色回転灯車により、区内の通学路等の巡回パトロー

ルを実施し、安全・安心のまちづくりを推進します。  

事業概要 

１ 概要  
(1)通学路等の巡回警備委託  
(2)青色回転灯購入助成  

 
２ 効果  

青色回転灯車により、通学路や公園・河川敷の巡回パトロールを行うこ

とで、犯罪抑止を図り、安全・安心なまちづくりを推進していきます。  

担当課   区民生活部 防災課 

課長氏名    佐々木 茂樹   電話 ５７４４－１２３４ 問合先 

担当者名   南川        電話 ５７４４－１６３４ 
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【４】安全・安心（４）  

事業名 
 

防災市民組織・消火隊の充実（防災市民組織・市民消火隊への助成）

予算額 ５,０９４万円 

事業の 

ねらい  

災害時における地域の活動主体である防災市民組織等に助成し、地域防災

力の向上を図ります。  

事業概要 

１ 対象  
防災市民組織 3,070 万円（211 組織） 

市民消火隊  2,024 万円（143 隊）  
 
２ 効果  

災害時の初期消火等を担う防災市民組織等に助成し、地域防災力を高め

ます。  

担当課   区民生活部 防災課 

課長氏名    佐々木 茂樹   電話 ５７４４－１２３４ 問合先 

担当者名   峯田         電話 ５７４４－１２３７ 

【４】安全・安心（５）  

事業名 区有施設の耐震診断の促進  

予算額 ５,８２６万円 

事業の 

ねらい  

２階建て以上の区有施設の耐震診断を行うとともに判定会を開催し、建物

の安全性確保を図ります。  

事業概要 

昭和 56 年以前に建築された２階建て以上の区有施設を耐震診断し、建物の

耐震性を確認します。  
   耐震診断  10 棟 10 施設 

 

耐震診断や耐震補強設計をしている建物の耐震性能の評価を受けるため

に、大田区耐震診断判定会を開催します。 

   耐震診断判定  10 棟 10 施設 

補強設計判定  ３棟６施設  

担当課   経営管理部 施設管理課 

担当課長   中山 順博  電話 ５７４４－１３９５ 問合先 

担当者名   大場     電話 ５７４４－１３９７ 
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【４】安全・安心（６）  

事業名 住宅用火災警報器給付事業  

予算額 ８,２０２万円 

事業の 

ねらい  

消防法改正に伴い、平成 22 年３月までに既存住宅にも設置が義務付けられ

ている火災警報器を設置が遅れている高齢者・障がい者世帯に無料で設置し、

区民の生命や財産を守ります。  

事業概要 

 
１ 対 象  

住民税非課税世帯で次のいずれかに該当する世帯  
(1)65 歳以上のひとり暮らし又は 65 歳以上の高齢者のみの世帯 

(2)介護保険で要支援、要介護の認定を受けている 65 歳以上の高齢者を含

む世帯  
(3)身体障害者手帳を所持している方を含む世帯  
(4)愛の手帳を所持している方を含む世帯  
(5)精神障害者保健福祉手帳を所持している方を含む世帯  

 
２ 給付内容  
  台所、寝室などに１世帯２個まで、煙感知式又は熱感知式火災警報器を

給付します。  
 
 
問合先 

 保健福祉部 高齢事業課  
課長 小泉 邦雄  電話 ５７４４－１２５５ 

担当 中川     電話 ５７４４－１２５２  
 保健福祉部 障害福祉課  

課長 佐藤 一義  電話 ５７４４－１２４９ 

担当 新田     電話 ５７４４－１２５１  
 

 
 
 
 
 
 
 
 

新規
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（5） 文化・観光  

【５】文化・観光（１）  

事業名 （仮称）地域文化振興プランの策定・実施  

予算額 ２４３万円 

事業の 

ねらい  

文化に触れること、自ら文化活動を行うことは、作り手、受け手の感情に

触れ、他者への理解力を深めます。また、地域の文化の理解は、区への愛着

と誇りを生みます。これらは、互いに尊重しあう地域社会の形成や国際交流・

多文化共生社会の土台となります。  
「地域力が区民の暮らしを支え、未来へ躍動する国際都市 おおた」の実

現に向けて新たな基本構想が策定された今、大田区の文化振興について基本

方針を策定したうえで実施計画を立て、地域文化の振興に取り組みます。  

事業概要 

平成 21 年度は、基本方針策定のために地域文化に関する調査を行い、実施

計画の基礎となる基本方針の策定を進めます。  

１   地域文化に関する調査（アンケートによる意識調査）の実施  
２   基本方針の策定  

担当課   区民生活部 区民生活課 

課長氏名   杉坂 克彦  電話 ５７４４－１２２１ 問合先 

担当者名   北村     電話 ５７４４－１２２２ 

【５】文化・観光（２）  

事業名 大田区総合体育館の建設  

予算額 １２億７,２２４万円 

事業の 

ねらい  

（旧）大田区体育館跡地に、大田区総合体育館を建設します。  
生涯スポーツの振興や、体育館を核とした地域活性化を図るために、観客

席を約 4,000 席用意するなど「みるスポーツ」機能を充実させた体育館とし

て整備します。  

事業概要 

１ 施設の概要  
(1)建設予定地 大田区東蒲田一丁目 11 番 

(2)敷地面積  約 8,589 ㎡     (3)延床面積  約 13,970 ㎡ 

(4)構造等   地上２階地下２階 

２ 建設スケジュール概要（予定） 

 (1)平成 21 年７月着工  (2)平成 24 年３月竣工 

３ 建設予算（平成 21 年度） 

 (1)建築工事費 12 億 2,700 万円  (2)工事監理委託費等 4,524 万円  
担当課   教育委員会事務局 社会教育課 

課長氏名    榎田 隆一  電話 ５７４４－１４４６ 問合先 

担当者名   北村     電話 ５７４４－１４４５ 

新規
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【５】文化・観光（３）  

事業名 

 
郷土博物館の展示物リニューアルと  
馬込文士村資料(博物館資料)の地域資産化  

 
予算額 １,６７８万円 

事業の 

ねらい  

開館 30 年周年を迎える郷土博物館を、馬込文士村研究や大田区観光スポッ

トとして整備します。  

事業概要 

１ 馬込文士村を中心とした展示リニューアル 1,372 万円 

馬込文士村のジオラマを作成し、文士村散策の発信基地とするほか、「大

田区の原風景」や「大昔の大田区」など歴史的展示を新たに行います。 

また、好評の企画展も引き続き充実させていきます。 

２ 馬込文士村資料の地域資産化        306 万円 

平成 21～23 年度にかけて、馬込文士村ゆかりの作家・画家など総勢 121

人の文士について館所蔵資料を整理し、データベース化していきます。  
まず初年度は、文士別に資料の洗い出しを行います。  

担当課   教育委員会事務局 大田図書館 

課長氏名   平野 秀康  電話 ３７５８－３４７１ 問合先 

担当者名   村瀬     電話 ３７７７－１０７０ 

【５】文化・観光（４）  

事業名 おおたの観光魅力創出事業  

予算額 ２,５４９万円 

事業の 

ねらい  

大田区内の名所旧跡のほか、商店街や世界に誇る大田のものづくり技術な

ど、潜在的な観光資源を掘り起こし、大田区の魅力を発信します。  

事業概要 

１ 地域の魅力づくり図るため、観光案内サイン設置のガイドラインを策定

します。 500 万円  
２ 大田観光協会が実施する次の事業を補助します。 1,023 万円  

(1)いきいき大田写真コンクール事業  
(2)おおた商い観光展への出展 

(3)大田区再発見ツアー  
(4)ものづくりツアーを実施するための調査 

(5)広域観光まちづくり事業  
３ 大田区の魅力を広く内外に情報発信します。 1,026 万円  
担当課   産業経済部 産業振興課（観光政策担当課長） 

課長氏名   伊藤 勝久    電話 ３７３３－６１９３ 問合先 

担当者名   印牧（かねまき） 電話 ３７３３－６１９０ 

新規
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【５】文化・観光（５）  

事業名 オリンピックムーブメント共同推進事業  

予算額 １,０００万円 

事業の 

ねらい  

2016 年オリンピック・パラリンピックの東京招致に向けて、その機運を盛

り上げつつ、スポーツに対する区民の関心を高めることを目的にイベントを

開催します。  

事業概要 

 
１ 野球イベントの実施 

(1)日時 平成 21 年４月 25 日(土) 

(2)会場 大田スタジアム 

(3)内容 ・東京五輪招致大使 萩本欽一氏率いる「茨城ゴールデンゴール

ズ」による少年野球教室 

・アマチュアチームと茨城ゴールデンゴールズとの親善試合  

 

２ 「おおたユニバーサル駅伝大会」の共催と 

元パラリンピック選手によるＰＲ（予定） 

(1)日時 平成 21 年６月７日（日） 

(2)会場 平和の森公園 

(3)内容 ＮＰＯ等が主催する「第２回おおたユニバーサル駅伝大会」 会

場にて、区内在住の元パラリンピック選手２名によるＰＲ    

 

３ ゴールドメダリストによるトークショーの実施 

(1)日時 平成 21 年７月１日(水)  

(2)会場 大田区民ホール・アプリコ 

(3)内容 元オリンピック選手による座談会 

 
担当課   教育委員会事務局 社会教育課  
課長氏名   榎田 隆一  電話 ５７４４－１４４６ 問合先 

担当者名   野村     電話 ５７４４－１４４７ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規
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（6） 魅力ある地域づくり  

【６】魅力ある地域づくり（１）  

事業名 蒲田駅周辺地区のまちづくり 

予算額 ９７０万円 

事業の 

ねらい  

蒲田駅周辺地区のまちづくりの課題を整理し、学識経験者等の意見を踏ま

えて、蒲田駅周辺地区が魅力あるまちとして更新するためのまちづくり方

針・施策の展開－グランドデザイン－を策定します。  

事業概要 

１ グランドデザインの策定  
(1)学識者検討委員会の運営   
(2)グランドデザイン策定調査委託  

 
２ スケジュール  
 平成 20 年度に策定した素案を基に、平成 21 年度は、学識者検討委員会で

の検討、区民アンケート、パブリックコメント等を実施し、グランドデザイ

ンを策定します。  
 
３ 策定予算  

(1)学識者検討委員会の運営 41 万円  
(2)調査委託料等 929 万円  
 

担当課   まちづくり推進部 都市開発課 

課長氏名   黒澤 明   電話 ５７４４－１３４１ 問合先 

担当者名   桶川     電話 ５７４４－１３３９ 
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【６】魅力ある地域づくり（２）  

事業名 大森駅周辺地区のまちづくり 

予算額 ５,５９３万円 

事業の 

ねらい  

平成 20 年度の駅周辺の交通・都市基盤調査を踏まえ、グランドデザイン策

定のための基礎調査を行います。  
（仮称）大森北一丁目開発によって、地域と連携して中心拠点にふさわしい

にぎわいと活力のあるまちづくりをめざして、拠点となる公共施設を含む複

合施設の整備を行います。  

事業概要 

大森駅周辺地区グランドデザイン（素案）検討基本調査委託 

１ 大森駅周辺地区グランドデザイン（素案）の策定 

(1)学識者検討委員会の運営 

(2)グランドデザイン策定調査委託 

 

２ スケジュール 

平成 20 年度 大森駅周辺交通・都市基盤調査。 

平成 21 年度 庁内検討委員会及び学識者検討委員会での検討を経て 

グランドデザイン(素案)を策定します。（平成 22 年度完成予定）

 

３ 予算 

(1)学識者検討委員会の運営  41 万円 

(2)調査委託料等        756 万円 

 

(仮称)大森北一丁目開発は、平成 20 年度の事業者との事業契約締結を受け、

事業者による既存自動車駐車場撤去などの事前工事後、本年７月に本体工事

に着工し、平成 22 年度末の竣工をめざします。 

１ 事業の概要 

(1)事業用地 大田区大森北一丁目 10 番 

(2)事業手法 区事業用地に定期借地権を設定して、民間事業者が複合施設

を整備します。 

(3)公共施設の内容 特別出張所・図書館・自転車駐車場  

 

２ 予算 

(1)負担金 既存自動車駐車場撤去経費・地中埋設物撤去経費 3,150 万円

(2)委託料 区活用部分内装等工事実施設計委託       1,640万円

 
担当課   まちづくり推進部 都市開発課 

課長氏名   黒澤 明   電話 ５７４４－１３４１ 問合先 

担当者名   大沼     電話 ５７４４－１３３９ 

 



- 42 - 

【６】魅力ある地域づくり（３）  

事業名 京急関連駅周辺のまちづくり事業 

予算額 ２億７,９５２万円 

事業の 

ねらい  

 京浜急行線連続立体交差事業にあわせて、京急蒲田駅、糀谷駅、雑色駅周

辺を組合施行による市街地再開発事業により整備を行います。その事業主体

である関係権利者組織の活動に対して支援を行います。 

事業概要 

 区は京浜急行線連続立体交差事業を契機に、京急蒲田、糀谷、雑色の３駅

周辺地区において、広場などの公共施設の不足、防災上の危険性や、駅前に

ふさわしい土地利用がなされていないなど様々な課題を解決するために、駅

前広場の整備、商店街の活性化、住環境の向上をめざしたまちづくりを推進

しています。 

平成 21 年度は、これまでの成果を踏まえ、京急蒲田駅周辺、糀谷駅周辺で

は市街地再開発準備組合が、雑色駅周辺ではまちづくり研究会が、市街地再

開発の事業化に向け検討を行います。なお、京急蒲田西口地区においては、

市街地再開発事業の都市計画手続きを進めています。 

担当課   交通事業本部 交通事業課 

課長氏名   廣瀬 達志   電話 ５７４４－１３５５ 問合先 

担当者名   長谷川     電話 ５７４４－１３５６ 

【６】魅力ある地域づくり（４）  

事業名 コミュニティバスの運行支援事業 

予算額 ４,２４９万円 

事業の 

ねらい  

 公共交通不便地域の解消を図るため、矢口地域において、地域が支えるコ

ミュニティバスの試行運行を支援します。高齢者や障がいのある方々、小さ

な子ども連れの方などの日常生活の移動を容易にし、福祉の向上につなげま

す。 

事業概要 

 矢口地域のコミュニティバス導入については、平成 20 年度より地域住民や

関係行政機関、運送事業者で構成する「地域検討会」や地元の住民・関係者・

企業が中心となった「作業部会」で運行計画や利用促進などについて検討を

行っています。今後、試行運行計画に基づいて、運行を開始します。また、

試行運行にあたっては、利用動向等を検証しながら事業性向上を検討します。

１ 運行事業候補者 東急バス㈱ 

２ 予算 

  車両購入費補助・運行経費補助  3,300 万円 

  検証委託等            949 万円 

担当課   交通事業本部 交通事業課 

課長氏名   岡田 誠   電話 ５７４４－１３５１ 問合先 

担当者名   岡本     電話 ５７４４－１３５４ 

新規
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【６】魅力ある地域づくり（５）  

事業名 鉄道駅舎のバリアフリー化の促進  

予算額 １億４,０００万円 

事業の 

ねらい  

鉄道事業者が、区内鉄道駅舎のバリアフリー化のために、エレベーター等

を設置する際にその設置費用の一部を補助し、公共交通機関の利用環境を整

備し、福祉のまちづくりを推進します。  

事業概要 

１ 京急空港線穴守稲荷駅、上下ホームに車椅子対応型エレベーターを設置

し、エレベーター通路橋にて相互を連絡します。 

   エレベーター２基 

２ 京急本線平和島駅、上下ホームと１階改札内コンコースとを連絡する車

椅子対応型エレベーターを設置します。合わせて、改札内に多機能トイレ

を併設するトイレを設置します（トイレ設置は、補助対象外）。 

   エレベーター２基 

３ 予算 負担金、補助及び交付金  7,000 万円×２駅 

 
担当課   交通事業本部 交通事業課 

課長氏名   金子 二朗  電話 ５７４４－１６５３ 問合先 

担当者名   森      電話 ５７４４－１３５４ 
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【６】魅力ある地域づくり（６）  

事業名 自転車駐車場の整備 

予算額 ４億５,９９４万円 

事業の 

ねらい  

緊急車両や高齢者など歩行者の通行を阻害する要因である放置自転車対策

への取り組みとして、以下の地域で自転車駐車場の整備を行います。放置自

転車を減少させ、まちの活性化や安全で安心な魅力あるまちづくりを推進し

ます。  

事業概要 

整備工事の概要  
○大田北地域行政センター管内の事業  

(1)(仮称)大森海岸駅前自転車駐車場整備工事  
大田区大森北二丁目 18 番   約 165 台分の駐輪機設置  
 

(2)(仮称)大森駅東口旧歩道橋下駐輪帯設置工事  
大田区大森北一丁目 12 番   約 40 台分の駐輪帯設置 

 
(3)(仮称)入新井西公園自転車駐車場整備計画検討調査委託  

駐車場計画比較検討案の作成、計画図作成、  
公園施設との共存化検討資料の作成  

問合先 大田北地域行政センター まちなみ整備課  
課長 室田 勉    電話 ５７６４－０６２６ 

担当 三浦      電話 ５７６４－０６３０ 

 
○大田西地域行政センター管内の事業  

(1)(仮称)石川台自転車駐車場整備工事  
大田区東雪谷二丁目 24 番   約 250～300 台分設置 

 
(2)(仮称)雪谷大塚自転車駐車場整備工事  

大田区雪谷大塚町１番     約 147 台分設置 

問合先 大田西地域行政センター まちなみ整備課  
課長 菅 三男    電話 ３７２２－３１１９ 

担当 長岡      電話 ３７２２－２５１４ 
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【６】魅力ある地域づくり（７）  

事業名 公園の整備 

予算額 ２０億２,２６４万円 

事業の 

ねらい  

地域環境の改善を図り、防災面での安全性を高め、区民の余暇活動や健康

増進に寄与するために、都市に潤いをもたらす公園緑地の整備、拡張を進め

ます。  

事業概要 

○大田北地域行政センター管内の事業  
新たに２箇所の緑地の整備、３箇所の公園の拡張整備等に着手します。  
(1) 平張児童公園 拡張整備工事等  
(2) 南馬込一丁目南児童公園 拡張整備工事実施設計委託等  
(3) 桐里児童公園 拡張整備工事実施設計委託  
(4) (仮称)中央五丁目緑地（大田区中央五丁目 30 番） 

用地取得、整備工事実施設計委託等   
(5) (仮称)南馬込二丁目緑地（大田区南馬込二丁目 11 番） 

用地取得、整備工事実施設計委託等  
(6) 大森ふるさとの浜辺公園 人工干潟及び水面覆砂工事  
問合先 大田北地域行政センター まちなみ整備課 

課長 室田 勉    電話 ５７６４－０６２６ 

担当 石橋      電話 ５７６４－０６３１ 

 
○大田西地域行政センター管内の事業  
引き続き田園調布せせらぎ公園の整備を進めるとともに、(仮称)新東中公園

の整備工事の竣工を予定しています。  
(1) (仮称)新東中公園 整備工事  
(2) 田園調布せせらぎ公園 整備工事  
問合先 大田西地域行政センター まちなみ整備課 

課長 菅 三男    電話 ３７２２－３１１９ 

担当 神喰      電話 ３７２２－３１１６ 

 
○大田東地域行政センター管内の事業  
防災機能を持った(仮称)東糀谷四丁目公園の新設整備工事の着工をします。  

(1) (仮称)東糀谷四丁目公園（大田区東糀谷四丁目５番）整備工事等  
問合先 大田東地域行政センター まちなみ整備課 

課長 根本 勝司   電話 ３７４１－３１５４ 

担当 森下      電話 ３７４１－１９４６ 
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【６】魅力ある地域づくり（８）  

事業名 魅力ある公園のリニューアル 

予算額 １億４,３８７万円 

事業の 

ねらい  

地域の潤いとやすらぎの場として、公園や緑地等の魅力のさらなる向上を

めざし、既存の設備のリニューアルに取り組みます。  
安全で使いやすく、幅広い世代が交流できる場となるよう、バリアフリー

化を進めるとともに、介護予防事業とタイアップした高齢者向けの健康遊具

を設置します。また、遊具・設備の更新を進めるとともに、防災機能の向上

も図りながら公園をリニューアルします。このほか、魅力ある豊かな自然環

境を確保するため、公園緑地の整備や桜の樹木更新などを進めます。  

事業概要 

１  遊具・複合遊具改修  公園のシンボルである遊具の更新をします。  
大田北地域行政センター：鶴渡公園、観音通り児童公園、文化児童公園  
大田西地域行政センター：東嶺公園、鵜の木三丁目児童公園  
大田南地域行政センター：西蒲田太平橋児童公園、西一中央児童公園  
大田東地域行政センター：大森南四丁目公園  

２  バリアフリー化整備関連  
だれでも安心してくつろげる公園をめざします。  
大田北地域行政センター：平和の森公園、都掘公園（設計委託）  
大田南地域行政センター：南六郷公園、南六郷緑地（設計委託、工事）  
大田東地域行政センター：萩中公園(設計委託、工事、だれでもトイレ建替) 

３ 健康遊具設置 高齢者の介護予防の視点を取り入れた遊具を設置し、介

護予防教室等に活用して、区民の健康づくりを支援します。  
大田北地域行政センター：本門寺公園  

  ※関連事業「公園を利用した介護予防教室の実施」P.24 参照  
４ 桜樹木診断調査委託 観光名所、洗足池公園の桜を保全します。  

大田西地域行政センター：洗足池公園  
問合先 

大田北地域行政センター まちなみ整備課 

課長 室田 勉     電話 ５７６４－０６２６ 

担当 石橋・池田    電話 ５７６４－０６３１・０６４３ 

大田西地域行政センター まちなみ整備課 

課長 菅 三男     電話 ３７２２－３１１９ 

担当 神喰       電話 ３７２２－３１１６ 

大田南地域行政センター まちなみ整備課 

課長 吉田 博     電話 ５７１３－２００５ 

担当 山本       電話 ５７１３－１１１８ 

大田東地域行政センター まちなみ整備課 

課長 根本 勝司    電話 ３７４１－３１５４ 

担当 森下       電話 ３７４１－１９４６ 
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【６】魅力ある地域づくり（９）  

事業名 呑川緑道の整備  

予算額 ３億３,２３８万円 

事業の 

ねらい  

呑川の側道に街路樹を植樹するほか、護岸の壁面緑化を行います。また、

路面温度の上昇を抑制するため、遮熱性舗装等で散策路を整備します。この

ほか、側道の拡幅を計画的に行うため、整備が可能な橋詰等の用地取得に取

り組みます。身近な緑道散策路整備を充実させ、環境にやさしい水と緑の親

しめるまちづくりを推進します。  

事業概要 

整備の概要  
１ 橋詰部等の用地取得  

問合先 まちづくり推進部 まちづくり課 

課長 川野 正博   電話 ５７４４－１３３１ 

担当 明立      電話 ５７４４－１３０４ 

 
２ 整備工事及び設計委託  
○大田北地域行政センター管内の事業  

(1) 中央八丁目２番     工事延長 約 90m 
 

(2) 中央八丁目２番～24 番先 設計延長 約 630m 
問合先 大田北地域行政センター まちなみ整備課 

課長 室田 勉    電話 ５７６４－０６２６ 

担当 石橋      電話 ５７６４－０６３１ 

 

○大田西地域行政センター管内の事業 

(1) 石川町二丁目 10 番    工事延長 約 110m 
問合先 大田西地域行政センター まちなみ整備課 

課長 菅 三男    電話 ３７２２－３１１９ 

担当 馬場      電話 ３７２２－３１１６ 

 

○大田南地域行政センター管内の事業 

(1) 西蒲田一丁目３番～四丁目４番先 工事・設計延長 約 173m 
問合先 大田南地域行政センター まちなみ整備課 

課長 吉田 博     電話 ５７１３－２００５ 

担当 池田       電話 ５７１３－２００７ 
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【６】魅力ある地域づくり（10）  

事業名 自転車利用総合対策 

予算額 １,３８２万円 

事業の 

ねらい  

放置自転車対策について、大田区だけでの対策は困難なため、抜本的な対

策強化を図るために関係機関（者）と連携をとり、区全体で自転車対策を推

進していきます。  

事業概要 

大田区自転車等駐車対策協議会を設置し、区民の皆様の意見等をお聞きし

ながら、関係機関（者）と議論を進め、（仮称）大田区自転車利用総合基本

計画を策定します。  
１ 実施時期 平成 21・22 年度（２年間）  
２ 内容  

(1)区民意識調査・自転車利用者意識調査・買物利用者関係意識調査の実施

(2)協議会による(仮称)大田区自転車利用総合基本計画(案)の作成  
(3)(仮称 )大田区自転車利用総合基本計画 (案 )に対するパブリックコメント

の実施  
(4)(仮称)大田区自転車利用総合基本計画(案)の策定  

担当課   まちづくり推進部 道路公園課 

課長氏名   小塚 幹夫  電話 ５７４４－１３０６ 問合先 

担当者名   落合     電話 ５７４４－１３１５ 

【６】魅力ある地域づくり（11）  

事業名 区民活動コーディネーター養成講座の開催 

予算額 １０８万円 

事業の 

ねらい  

平成 21 年度は、区民活動・地域活動を支援する拠点の整備に先立ち（仮称）

区民活動支援センターや（仮称）地域力センターの運営を担う人材づくりと

共に、広く地域で区民活動を推進するための人材育成を行うため、区民活動

コーディネーター養成講座を開催します。 

事業概要 

１ 講座回数(連続全 10 回) 
２ 募集人員 25 名  
３ 講座内容  
  区民活動の社会的役割や広報活用術、人のマネジメント、情報の収集術、

会議の進め方などの講義や体験学習を通じて区民活動をコーディネートす

るために必要なノウハウを学びます。  

担当課    区民生活部 区民・国際交流課 

課長氏名     木田 早苗  電話 ５７４４－１２２５ 問合先 

担当者名     須山      電話 ５７４４－１２０４ 

新規
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【６】魅力ある地域づくり（12）  

事業名 協働推進講師派遣事業 

予算額 ３７万円 

事業の 

ねらい  

連携・協働を促進する仕組みづくりや、地域ネットワークを強化し、地域

に協働事業を広げるきっかけをつくり、地域力を高めます。 

事業概要 

自治会・町会やＮＰＯ等区民活動団体が実施する事業の中で、協働の視点

を持っていただけるよう支援するために講師を派遣します。平成 20 年度は、

特別出張所を通じ自治会・町会からの要望で講師を派遣しましたが、今年度

は地域で活動しているＮＰＯ等区民活動団体から要望を受ける仕組みも整

え、さらなる連携・協働の場を創出します。  
1 派遣回数  

(1)自治会・町会からの要望による派遣 ６回  
(2)区民活動団体の要望による派遣   ４回  

担当課      区民生活部 区民・国際交流課 

課長氏名    木田 早苗  電話 ５７４４－１２２５ 問合先 

担当者名    須山      電話 ５７４４－１２０４ 

【６】魅力ある地域づくり（13）  

事業名 協働プロジェクト事業の実施 

予算額 ５００万円 

事業の 

ねらい  

協働支援拠点を活かした連携・協働を推進するプロジェクト事業を公募し、

区民が地域で活躍できるステージづくりを進めます。 

事業概要 

区民活動支援施設こらぼ大森を活かした連携・協働を推進する公益的プロ

ジェクト事業を公募し、採択した事業を大田区が事業委託します。 

 
１ 委託事業数  

新規事業 ３テーマ  継続事業 ２テーマ  
 
２ 委託上限額  
 100 万円  
 
担当課     区民生活部 区民・国際交流課 

課長氏名    木田 早苗  電話 ５７４４－１２２５ 問合先 

担当者名    須山     電話 ５７４４－１２０４ 
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【６】魅力ある地域づくり（14）  

事業名 地域力応援基金助成事業  

予算額 ３３０万円 

事業の 

ねらい  

地域の輝き☆づくりに 10 年で３億円を助成！ 

平成 21 年度からスタートする「おおた未来プラン 10 年」の中でも注目度

の高い地域力事業。大田区基本構想で掲げた「地域力が区民の暮らしを支え

る」まちの実現をめざし、10 年間で約３億円を助成します。 

事業概要 

１ 基金の仕組み 

大田区区民活動積立基金など、区民や事業者の皆様からいただいた寄付金

を原資とする基金をより柔軟な形で活用できる基金として再編。 

 

２ 助成内容 

（１）「はじめの一歩」を応援 

（スタートアップ助成・平成 21 年度から助成開始） 

活動をはじめたばかりの団体等、区民活動団体の巣立ちを応援します。

〔助成額〕新規：10 万～50 万円、継続１年：10 万～30 万円  

〔補助率〕団体の自立性を踏まえた助成とするため、補助率は８／10 

（２）「とことん地域にこだわりたい！」を応援 

（ステップアップ・ジャンプアップ助成・平成 22 年４月から助成開始）

地域の人たちが地域のために行う事業等に対して助成します。 

①オリジナルテーマ事業助成 

各団体のオリジナルテーマで募集します。 

〔助成額〕新規：50 万～300 万円、継続１年：50 万～200 万円  

②区からの協働提案事業助成 

区がテーマを提示し、テーマに沿った事業を担う団体を募集します。 

〔助成額〕新規：400 万円、継続１年：400 万円  

※①、②ともに補助率は 10／10。募集は平成 21 年６月～８月、書類審査

を経て９月～10 月に公開プレゼンテーション形式で助成事業を決定、平

成 22 年４月から助成開始） 

３ 交付対象団体 非営利団体で，大田区で活動する区民活動団体 

（地縁団体も含む） 

４ 対象分野  区民活動にかかる 11 分野 

５  事業規模  平成 22 年度から 3,000 万円/年、10 年間で約３億円 

担当課   区民生活部 区民・国際交流課 

課長氏名   木田 早苗  電話 ５７４４－１２２５ 問合先 

担当者名   須山     電話 ５７４４－１２０４ 
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【6】魅力ある地域づくり（15－１）  

事業名 大森東特別出張所の改築  

予算額 １億７,３７４万円 

事業の 

ねらい  

大森東特別出張所の老朽化が著しいため、移転改築を行います。「地域力」

の拠点として、区民の利便性とバリアフリーに配慮するとともに、地域に開

かれた会議スペースを確保します。あわせて、地域防災機能の強化を図る施

設とします。  

事業概要 

 
１ 改築概要  

(1)改築予定地 大田区大森南四丁目９番  
(2)敷地面積 約 1,000 ㎡  

(3)延床面積 約 940 ㎡  

(4)構造等 鉄筋コンクリート造・地上２階。事務スペースのほかに、  
会議室・防災倉庫を予定しています。  

 
２ 改築スケジュール  

(1)平成 20 年８月実施設計 

(2)平成 21 年７月着工 

(3)平成 22 年９月竣工・移転 

 
３ 改築予算  

(1)消耗品等    47 万円 

(2)工事費 １億 7,327 万円 

工事費については平成 22 年度までの債務負担工事で、総額は 

３億 2,422 万円です。 

 
 
担当課   大田北地域行政センター 大森東特別出張所 

課長氏名   浜口 和彦  電話 ３７４１－８８０１ 問合先 

担当者氏名  武藤     電話 ３７４１－８８０１ 
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【６】魅力ある地域づくり（15－２）  

事業名 鵜の木特別出張所の改築  

予算額 １,９５９万円 

事業の 

ねらい  

鵜の木特別出張所の老朽化が著しいため、一時仮庁舎に移転のうえ、現庁

舎の改築を行います。施設利用者の利便性とバリアフリーに配慮するととも

に、地域の防災拠点としての機能強化を図ります。また、区有地の有効活用

と近隣地域の保育需要に対応するため、新設の（仮称）新鵜の木保育園を併

設します。 

事業概要 

1 改築の概要 

(1)改築予定地 大田区南久が原二丁目 30 番 

(2)敷地面積  約 1,170 ㎡  

(3)延床面積  約 886 ㎡（建物全体約 1,630 ㎡) 

(4)構造等   鉄筋コンクリート造・地上 3 階・地下 1 階 

 

２ 改築スケジュール概要 

(1)平成 21 年度 実施設計   

(2)平成 22 年度 仮移転・着工 

(3)平成 24 年度 竣工・移転 

 

３ 改築予算 

実施設計委託料等 1,959 万円         

担当課  大田西地域行政センター 鵜の木特別出張所 

課長氏名  小泉 貴一  電話 ３７５０－４２４１ 問合先 

担当者名  佐藤     電話 ３７５０－４２４１ 
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【６】魅力ある地域づくり（16）  

事業名 萩中集会所の改築  

予算額 ３,０１４万円 

事業の 

ねらい  

 開設から約 40 年が経過し、老朽化が進行しているため改築します。工事期

間中も引き続き利用できるよう、隣接するガラクタ公園部分に改築・移転し

ます。ガラクタ公園は、集会所跡地に再整備する予定です。  

事業概要 

１ 施設概要（予定）  
(1)建設予定地 大田区萩中三丁目 25 番 

 (2)建築面積  約 700 ㎡ 

 (3)延床面積  約 2,100 ㎡ 

 (4)構造・階数 鉄筋コンクリート造 

          地上２階・地下１階  
 
２ 設計・工事概要（予定）  
 (1)設計   平成 20 年度基本設計 

        平成 21 年度実施設計 

 (2)着工   平成 22 年度 

 (3)竣工予定 平成 23 年度 

 
３ 開設予定   平成 23 年度中  
 
４ 事業予算額  
  実施設計委託費・構造計算審査手数料  3,014 万円 

  ※ ガラクタ公園部分の設計・整備費は含みません。  
 
担当課  大田東地域行政センター 羽田特別出張所 

課長氏名  小貫  勝  電話 ３７４２－１４１１ 問合先 

担当者名  鈴木     電話 ３７４４－１４３０（萩中集会所） 
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（7）産業・環境  

【７】産業・環境（１）  

事業名 工場の立地・操業環境の整備 

予算額 １億１４３万円 

事業の 

ねらい  

工場の立地・操業環境の向上を図るため、モノづくり企業者による区内工

場の新増設や工場内整備、区外企業が大田区へ立地する際の経費の一部を助

成します。併せて、区が取得した工業用地の活用を図り、工場の集積を維持･

強化します。 

事業概要 

 

〔区内工場立地・操業環境整備助成事業〕 9,260 万円 

１ モノづくり工場立地助成（20 人以下の制限枠を撤廃、限度額を増額） 

対象：工場の新設、増設、移転、工場内の整備など 

対象業種：区が指定する製造業  補助率：1/4   

限度額：600 万円 → 1,000 万円 

 

２ 貸工場・工業用地マッチング事業 

  宅地建物取引業者と提携し、区内操業を希望する企業のニーズに合った

物件情報を提供します。 

 

３ コミュニティ創出型工場集合化事業（コーポラティブファクトリー推進

事業）※平成 21 年度は調査研究事業 

民間主導による地域コミュニティと調和した工場集積の可能性や手法等

について調査します。 

 

〔工業用地再開発支援事業〕  883 万円 

  大森南四丁目９番の区有地について、周辺環境を整備し、区内企業の立

地を促進します。 

 

担当課   産業経済部 産業振興課 

課長氏名   石井 芳明  電話 ３７３３－６１２７ 問合先 

担当者名   山本     電話 ３７３３－６１８３ 
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【７】産業・環境（２）  

事業名 新製品・新技術開発の支援  

予算額 ５,３３９万円 

事業の 

ねらい  

開発助成を行うことで、区内中小企業の技術力、製品開発力の向上を図り

ます。さらに、優れた新製品や新技術を表彰し、大田区中小企業の技術力を

広く内外にアピールします。 

事業概要 

〔新製品・新技術開発支援事業〕  5,073 万円 

 限度額 300 万円、補助率１／２を見直し、２種類の助成制度に拡充します。

・ 開発スタート助成 

対象：創業間もない企業や開発型企業への転換をめざす中小製造業者 

限度額：200 万円    補助率：２／３ 

・ 開発ステップアップ助成 

対象：企業の成長につながる新製品・新技術の開発、環境・医療福祉分野

など社会的な課題解決につながる開発に取り組む中小製造業者 

 限度額：1,000 万円   補助率：２／３ 

〔新製品・新技術コンクール〕  266 万円 

 優れた新製品・新技術を開発した企業を表彰し、区内中小企業の開発力・

技術力の優秀性を展示会の出展を通じて、内外にアピールすることで、取引

の機会を提供します。 

 表彰：最優秀賞（１点）・優秀賞（２点）・奨励賞（６点） 

担当課   産業経済部 産業振興課 

課長氏名   石井 芳明  電話 ３７３３－６１２７ 問合先 

担当者名   山本     電話 ３７３３－６１８３ 

【７】産業・環境（３）  

事業名 商店街景観整備事業 

予算額 ３６６万円 

事業の 

ねらい  
まちづくり及び観光の一環として商店街の景観整備を行い、地域コミュニ

ティの形成に欠かせない商店街の魅力を高めていきます。  

事業概要 

美原通りの旧東海道周辺に位置する商店街において、景観整備を進めます。

商店街が主体となって地域と連携した協議会を設立し、協議会による事業計

画を策定します。  
 
１ 庁内推進体制の整備…まちづくり部門・観光部門との連携  
２ 観光協会等との連携  
３ 協議会による事業計画策定  

コーディネーター派遣費用、事業計画策定経費を補助します。  

担当課   産業経済部 産業振興課 

課長氏名   石井 芳明  電話 ３７３３－６１２７ 問合先 

担当者名   浜      電話 ３７３３－６１８４ 
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【７】産業・環境（４）  

事業名 サービス業実態調査とマッチング支援 

予算額 ８８２万円 

事業の 

ねらい  

 区民生活の向上の観点から、多様なサービス業の実態を把握し、製造業、

商業との連携や環境、福祉など社会ニーズへの対応の強化を支援する。  

事業概要 

情報、物流、専門知識 (コンサルティング、財務、法務 )などビジネスを支

援するサービス産業や、環境、福祉、医療、文化など区民の生活の向上を応

援する生活関連サービスに関する調査を実施し、その活動状況や課題を把握

します。その上で、製造業や商業の顧客獲得や生産性の向上、区民生活の利

便性の向上に貢献するサービス産業の支援を検討します。  
また、ビジネス支援・生活関連サービス分野のＮＰＯや社会起業家の活動

の把握・支援を検討します。  

担当課   産業経済部 産業振興課 

課長氏名   石井 芳明  電話 ３７３３－６１２７ 問合先 

担当者名   森本     電話 ３７３３－６１８１ 

【７】産業・環境（５）  

事業名 中小企業融資（利子補給の充実）  

予算額 ５億３,５５３万円 

事業の 

ねらい  

区内中小企業者の円滑な事業経営を支援するために、低利融資を金融機関

にあっせんするとともに、利子補給制度を充実し、さらに利用しやすい融資

制度を推進します。  

事業概要 

 平成 20 年度に、緊急経済対策の一環として、緊急経営強化資金を創設し、

区が３年間利子を全額補給する融資あっせんを実施しました。このため、今

年度の利子補給予算を前年度比約６倍に増額し、利子補給制度の充実を図り

ます。  

担当課   産業経済部 産業振興課 

課長氏名   石井 芳明  電話 ３７３３－６１２７ 問合先 

担当者名   山之内    電話 ３７３３－６１８５ 
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【７】産業・環境（６）  

事業名 エコライフの普及  

予算額 ３,１７３万円 

事業の 

ねらい  

 地球温暖化対策をはじめとする地球環境問題を解決するためには、区民一

人ひとりの取り組みが何よりも重要です。太陽エネルギー利用機器や省エネ

ルギー機器を設置する区民に対して、その経費の一部を補助することで自然

エネルギーの活用と省エネ生活の促進を図ります。  
さらに、環境イベントの開催を通じて、事業所では省エネを、家庭ではエ

コライフについて話し合い、省エネ行動へとつなげていきます。  

事業概要 

１ 太陽エネルギー利用機器設置補助事業 

  太陽光や太陽熱等自然エネルギーは、地球温暖化の原因となる二酸化炭

素の排出量が非常に少ないことから、地球温暖化防止への取り組みを推進

する上で重要なエネルギーです。太陽エネルギー利用機器を設置した区民

に対し、その経費の一部を補助します。 

(1)対象システムと補助金額 

①太陽光発電システム        100,000 円／kW 

②ソーラーシステム          16,500 円／㎡ 

（グリーン熱証書の発行ができるもの）33,000 円／㎡ 

③  太陽熱温水器            9,000 円／㎡ 

※申請の条件は、財団法人東京都整備公社に申請した区民 

※交付の条件は、財団法人東京都整備公社から交付決定を受けた区民 

 (2)予算額 3,000 万円 ＠30 万円×100 件 

２ 省エネナビ設置補助事業 

  家庭の分電盤に取り付けて、電気の使用状態を測定し表示する「省エネ

ナビ」を設置することで、電気使用量の削減効果が目に見え、省エネ生活

を楽しく進めることができます。 

(1)補助額 設置費用総額の 1/3 または、10,000 円のいずれか低い額 

(2)予算額 100 万円 ＠1 万円×100 件 

３ キャンドルナイトの実施（7 月 23 日「大暑の日」を予定） 

  全国規模で展開している、「CO2 削減／ライトダウンキャンペーン」に賛

同し、大田区では地域と協働で独自にキャンドルナイトを実施します。 

 (1)蒲田駅周辺一部地域でネオンサイン及び事務所のライトダウンイベン

トを実施 

 (2)ＮＰＯ等との協働による、子ども達のキャンドルづくり 

(3)家庭でのキャンドルナイトの呼びかけ  

担当課   まちづくり推進部 環境保全課 

課長氏名   東平 眞明  電話 ５７４４－１３６１ 問合先 

担当者名   西川     電話 ５７４４－１３６２ 

新規
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【７】産業・環境（７）  

事業名 
 

大田区地球温暖化対策地域推進協議会の運営・行動指針の実践  

予算額 ６６４万円 

事業の 

ねらい  

 協議会は、区民、事業者、学識経験者、関係機関、区が協働で議論し、地

域における地球温暖化防止に向けた課題を抽出し、区民一人ひとりの取り組

みにつなげるための方策を検討し、低炭素社会を志向した生活習慣へと誘導

していきます。  

事業概要 

１ 協議会及び部会の運営  
  協議会を母体として、その下に専門的な部会を置き、地球温暖化対策の

ための活動を行います。協議会：年４回  部会：３部会×６回  
 
２ 行動指針（区民のライフスタイルへの提言）の周知  
  平成 20 年度に策定した行動指針を、効果的に周知し行動へつなげるため

に、子どもたちに働きかけ、家庭へと波及させる手法を協議会で議論し、

実施します。  
 
３ 環境イベントへの参加  

環境イベントに参加することで、協議会の活動を広めていきます。  

担当課   まちづくり推進部 環境保全課 

課長氏名   東平 眞明  電話 ５７４４－１３６１ 問合先 

担当者名   西川     電話 ５７４４－１３６２ 
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【７】産業・環境（８）  

事業名 河川水質浄化対策  

予算額 １億２,９１５万円 

事業の 

ねらい  

呑川の再生と緑豊かな潤いある水辺空間の創出のために、呑川流域全体の

水質浄化に取り組みます。  
河川対策では新たな水質浄化に取り組むため、呑川水質改善計画の策定に

必要な調査を実施し、併せて水質浄化システムの研究・開発に着手します。

事業の推進にあたっては地元企業や大学等の専門的な研究機関などと協働し

て取り組みます。  
流域対策では、下水道へ雨水が流入する量を減らすことで河川へ越流する

下水の量を削減するために、透水性舗装や雨水浸透桝の設置に取り組みます。

事業概要 

１ 河川対策：呑川水質改善計画策定調査委託   3,843 万円  
水質浄化効果の高い、新たな対策手法や効率的な実施規模の調査などを行

うとともに、地元企業や大学等の専門機関と協働し、呑川の環境に適する

水質浄化システムの研究・開発に着手します。  
 
問合先 まちづくり推進部 まちづくり課 

課長 川野 正博    電話 ５７４４－１３３１ 

 担当 明立       電話 ５７４４－１３０４ 

 
 
２  流域対策：透水性舗装、雨水浸透桝の整備   9,072 万円 

呑川流域の雨水が下水道に流入する量を減らし、河川に越流する下水の

量を削減します。  
 
大田北地域行政センター管内  

 対策の概要：透水性舗装、雨水浸透桝整備  
 問合先 ：大田北地域行政センター まちなみ整備課 

課長 室田 勉    電話 ５７６４－０６２６ 

担当 石橋      電話 ５７６４－０６３１ 

 
大田西地域行政センター管内  

 対策の概要：透水性舗装、雨水浸透桝整備  
問合先 ：大田西地域行政センター まちなみ整備課 

課長 菅 三男    電話 ３７２２－３１１９ 

担当 馬場      電話 ３７２２－３１１６  
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【７】産業・環境（９）  

事業名 緑化の推進（屋上・壁面緑化補助） 

予算額 １,１２５万円 

事業の 

ねらい  

地球温暖化防止、ヒートアイランド現象の緩和及び下水道への雨水流出抑

制対策のため、屋上緑化や壁面緑化を推奨・普及します。  

事業概要 

 
 区内に住居として使用する建築物で、屋上・バルコニー・外壁を、直射日

光遮断の目的で緑化しようとする場合に、その工事費の一部を補助します。

 
１  助成対象者   区内に住居として使用する建築物の所有者個人（区分所有

建物を含む）  
２  助成対象経費  (1)植栽基盤造成費または補助資材の購入・設置費  
        (2)潅水・排水設備費及び建物の防根に要する経費  
        (3)樹木・植物等の購入費  
３  助成額    所要経費の１／２、50 万円を上限とします。  
４  条   件   植栽基盤面積は１㎡以上とすること  

年間通して緑が維持できる植栽とすること  
４  条   件   最低５年間は維持をすること  
 
５  対象外   (1)営利・営業を目的とするもの  

(2)法令等で屋上緑化等が義務づけられている場合  
(3)建築基準法等の法令に違反している建築物に施工し

ようとする場合  
 
 
 
 
担当課   まちづくり推進部 環境保全課 

課長氏名   東平 眞明  電話 ５７４４－１３６１ 問合先 

担当者名   中谷     電話 ５７４４－１３６５ 

 
 
 
 
 
 
 

新規
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【７】産業・環境（10）  

事業名 資源持ち去り防止対策  

予算額 ７９９万円 

事業の 

ねらい  
 大田区が実施している資源回収事業に対して、第三者による持ち去り行為

を防止する対策を強化します。  

事業概要 

 
条例を改正し、平成 21 年４月１日施行で資源を持ち去る者に対して 20 万

円の罰金を科す罰則規定を設けました。これにより区職員のパトロールに加

え民間委託による早朝パトロールを実施するなど、資源持ち去り防止対策を

強化します。  
 
民間委託パトロール  
・ 区内を巡回します。  
・ 持ち去り行為を発見した場合、積み込んだ資源を元に戻させ、罰則規定に

ついて説明をし、説明用チラシを渡します。  
・ 持ち去り行為をした車両等の詳細を記録し、大田区へ報告します。  
 
担当課   清掃部 清掃リサイクル課 

課長氏名   小田川 一雄  電話 ５７４４－１６３１ 問合先 

担当者名   浜畑      電話 ５７４４－１３７４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規
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（8）国際化推進  

【８】国際化推進（１）  

事業名 （仮称）羽田空港跡地整備計画の策定 

予算額 ３,５００万円（平成２２年度債務負担設定） 

事業の 

ねらい  

羽田空港跡地のうち第１ゾーンを中心とする区域について、大田区全体の

発展につながる具体的な土地利用を検討し、実現に向けた整備計画を策定し

ます。  

事業概要 

 大田区は、平成 20 年 10 月に「羽田空港跡地利用ＯＴＡ基本プラン」を策

定し、第１ゾーンを中心とする跡地の基本的な土地利用の考え方を明らかに

しました。  
（仮称）羽田空港跡地整備計画は、ＯＴＡ基本プランを基に、具体的な導

入機能・施設及び事業手法等を検討し、跡地利用の具体化に向けた整備の方

向性を明らかにします。  
 
策定時期：平成 22 年度上期（予定）  

担当課  経営管理部 企画財政課（空港臨海担当） 

課長氏名  玉川 一二  電話 ５７４４－１６４８ 問合先 

担当者名  斉藤     電話 ５７４４－１６５０ 

【８】国際化推進（２）  

事業名 （仮称）空港臨海部基本計画の策定  

予算額 ２,４９３万円 

事業の 

ねらい  

 羽田空港の再拡張、空港跡地の活用等の周辺環境の変化が将来、地域にも

たらす影響を見極め、そこから課題を探り、大田区の発展につなげるために

「（仮称）空港臨海部基本計画」を策定します。  

事業概要 

 空港臨海部における土地利用と、道路網や公共交通など円滑な交通ネット

ワークに焦点をあて、あるべき将来像を明らかにし、整備に向けた行動指針

をまとめます。策定にあたっては、区民アンケートを実施するほか、有識者

による検討委員会を立ち上げ進めてまいります。  
 

策定時期：平成 22 年３月  

担当課  経営管理部 企画財政課（空港臨海担当） 

課長氏名  大林 弘和  電話 ５７４４－１６１４ 問合先 

担当者名  鈴木     電話 ５７４４－１６５０ 

新規
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【８】国際化推進（３）  

事業名 （仮称）多文化共生推進プランの策定 

予算額 １,１７１万円 

事業の 

ねらい  

 「国際都市  おおた」に向けて、在住外国人との多文化共生社会に向けた施

策を体系的に示したプランを策定し、分野横断的・総合的な施策を推進しま

す。  

事業概要 

多文化共生実態調査による現状分析結果等を踏まえ、検討委員会で議論を

進めるとともに、区民や関係団体の意見交換等を行い、平成 21 年度中に、（仮

称）多文化共生推進プランの策定をめざします。  
１ 多文化共生実態調査の実施  
２ 検討委員会による（仮称）多文化共生推進プラン案の策定  
３ （仮称）多文化共生推進プラン案に対する意見交換会等の開催  
４ （仮称）多文化共生推進プランの策定  
５ 国際交流ルーム（消費者生活センター２階・平成 20 年７月開設済み）

において外国人相談を試行し、日常的に寄せられる相談内容を分析  
担当課   区民生活部 区民・国際交流課 

課長氏名    木田 早苗  電話 ５７４４－１２２５ 問合先 

担当者氏名   石井     電話 ５７４４－１２２７ 

【８】国際化推進（４）  

事業名 外国人のための日本語教室の充実  

予算額 ２０６万円 

事業の 

ねらい  

学習者のニーズに対応した日本語教室を実施するため、ボランティア団体

と連携した人材育成事業やニーズに対応した学習機会の提供を行います。  

事業概要 

１ 日本語教室【入門】  
日本語が全く分からない外国人向け日本語教室 (日曜２時間：10 回コー

ス）を年３回、新規に実施します。  
２ 日本語ボランティア養成講座（中級）  

基礎講座修了者等のボランティア（中級レベル）に対し、引き続き指導

力向上の機会（年５回）を設けます。  
３ 学習場所の拡大  

大森地区（山王会館）の他に、外国人が多く住む蒲田地区にも日本語教

室を開催できる場所を確保します。  

担当課  区民生活部 区民・国際交流課 

課長氏名  木田  早苗   電話 ５７４４－１２２５ 問合先 

担当者名  石井       電話 ５７４４－１２２７ 

新規
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【８】国際化推進（５）  

事業名 日本語指導教室の充実  

予算額 ３,５０１万円 

事業の 

ねらい  

外国人、帰国子女等、日本語の理解が十分でない児童・生徒に日本語指導

を行って、学校や地域での生活に適応できるよう支援します。  

事業概要 

小学校１年～４年生には、在籍校へ日本語指導員を派遣して日本語指導を

行います。一方、小学校５・６年生及び中学１年～３年生には、日本語指導

教室に通ってもらい、そこで日本語指導を行います。 

また、平成 21 年度から、区の通級日本語指導教室に加えて都認可の小学校

日本語学級を開設する予定です。  
１ 対象児童・生徒数   110 人（指導員派遣 50 人、通級指導 60 人）

２ 日本語指導実施時間     年 60 時間 

３ 都認可日本語学級の開設   平成 21 年４月、蒲田小学校に開設予定  

担当課  教育委員会事務局 指導室 

課長氏名  鈴村 邦夫  電話 ５７４４－１４３４ 問合先 

担当者名  大泉     電話 ５７４４－１４３６ 

 
【８】国際化推進（６）  

事業名 英語教員国際化促進事業  

予算額 ５４０万円 

事業の 

ねらい  

国際化への取り組みとして、小学校の外国語活動研修を支援し、語学指導

の充実を図ります。また、中学校では、英語教員自らが英語力向上及び国際

理解教育の指導力向上を身に付けていくための自己啓発支援として、

TOEIC、英検１級などの検定料を助成します。  

事業概要 

１ 小学校外国語活動校内研修支援       510 万円 

・外国人による英語指導（ALT）の派遣  全校（60 校）２日間 

・指導用教具  全校（60 校） 

２ 中学校英語教員の英語力向上自己啓発支援  30 万円 

・自己啓発用検定料補助 

TOEIC  英検１級・準１級  

担当課   教育委員会事務局 指導室 

課長氏名   鈴村 邦夫  電話 ５７４４－１４３４ 問合先 

担当者名   大泉     電話 ６７４４－１４３６ 

 

新規
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【８】国際化推進（７）  

事業名 羽田空港国際化記念事業  

予算額 ３,４６３万円 

事業の 

ねらい  

平成 22 年（2010 年）の羽田空港の再拡張と国際化による来訪者の増加は、

地域活性化の起爆剤となります。この機会をとらえ、産業振興やまちづくり

と連動した「観光」を推進します。これに向け、平成 21 年度は機運を盛り上

げるための事業を実施します。  

事業概要 

１ 大田観光紹介用として下記の広報物を作成・配布します。  
(1)パンフレット（多言語対応）  
(2)海外向け DVD 
(3)ポスターその他  

 
２ 平成 22 年（2010 年）の羽田空港国際化に向け、記念のプレイベントを

実施します。  
(1)いらっしゃいおおた キックオフ事業  
(2)ふるさと大使の任命  

担当課  産業経済部 産業振興課（観光政策担当課長） 

課長氏名  伊藤 勝久    電話 ３７３３－６１９３ 問合先 

担当者名  印牧（かねまき） 電話 ３７３３－６１９０ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規
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（9）区政体制  

【９】区政体制（１）  

事業名 調査研究・企画機能の充実  

予算額 ６２４万円 

事業の 

ねらい  

 地方分権改革の流れの中で、大田区の自治のあり方を見通し、政策研究機

能の充実を図るため、大田区政全体に関わる政策課題の調査・研究を専門的

に担う研究体制を確立します。  

事業概要 

１ 調査・研究の課題等  
(1)自治基本条例などの区政を取り巻く課題、都区のあり方、道州制等の地

方分権改革の動きの把握、区の政策課題の調査・研究  
(2)大田区の行政情報や都等、他自治体の政策状況の把握・分析  
(3)大学、民間機関等との連携のあり方の検討  

 
２ 予算  
 (1)研究者等の派遣経費 50 万円  

(2)調査委託経費 500 万円 

 (3)その他事務経費 74 万円  

担当課  経営管理部 企画財政課（計画管理担当課長） 

課長氏名  鴨志田 隆  電話 ５７４４－１１２７ 問合先 

担当者名  宮坂     電話 ５７４４－１１２２ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規
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【９】区政体制（２）  

事業名 大田区統合型地理情報システム（ＧＩＳ）構築 

予算額 ８,９７１万円 

事業の 

ねらい  

各部署が取り扱っている様々な情報を、相互に利用することによって、業  
務の効率化・高度化を推進し、区民サービスの向上を図ります。  

区民に向けて、地図を使ってわかりやすく情報公開するために、道路図や

防災計画等の区政に関する情報の整備を進めます。  
施策効果や実施後の評価を地図上で視覚的に表現することによって、施策  

立案機能を拡充します。  

事業概要 

平成 20 年度策定「大田区統合型地理情報システム基本計画」に基づく事業  
１ システムの概要  

防災マップや統計調査結果等、各部署が業務で取扱っている情報を、地

図上の地区道路や施設等の図と連携させ、地図情報を基盤として、庁内の

様々な情報を相互に利活用するシステム  
２ システム構築スケジュール  

平成 21 年４月～システム開発・機器設備設定 

平成 22 年４月～庁内用統合型地理情報システム（ＧＩＳ）稼動  

担当課  経営管理部 情報システム課 

課長氏名  伊東 博巳  電話 ５７６４－０６１１ 問合先 

担当者名  佐藤     電話 ５７６４－０６１２ 

【９】区政体制（３）  

事業名 組織改正及び本庁舎窓口再配置に伴う庁舎内移転  

予算額 １億３,７６１万円 

事業の 

ねらい  

基本構想及び基本計画を着実に推進するために新しい組織体制を整えると

ともに、本庁舎の１階窓口の混雑緩和・窓口の迅速性・わかりやすさ・プラ

イバシー保護等を図るために窓口再配置を実施します。  

事業概要 

１ 平成 21 年５月の連休中に本庁舎の窓口の再配置を行います。  
(1)１階の窓口を機能的に配置し、迅速かつ効率的な窓口をめざします。  
(2)高齢者・こども・課税・国民健康保険など区民の方が多く利用する窓口

は、低層階に配置するとともに待合スペースの拡大を図ります。  
２ 区政を効果的・効率的に運営できる体制の実現のため、平成 21 年４月に

組織改正を行います。  
３ 窓口の再配置や組織改正を機に、国際化も視野にいれた庁舎案内（４地

域行政センター含む）、部課名、誘導サイン等のサイン整備を実施します。

担当課  経営管理部 企画財政課（行政経営担当課長） 

課長氏名  荒井 昭二  電話 ５７４４－１１２８ 問合先 

担当者名  内山     電話 ５７４４－１６５４ 
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